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第１章 緒論 
 
1.1 研究の背景 

近年、生活環境の静粛性に対する関心が高まるにつれて、騒音源である自動車、建

設機械、オフィス内の情報技術装置（計算機、プリンター、コピー機など）などの低

騒音化が要求されている。また、低騒音設計を施すことによって稼動音が抑制されて

いることが、機器の性能として評価される傾向にある。それに伴い、1996年には、国

際標準化機構(ISO)において規格化された「機器の騒音放射値の申告及び検証」[1]を始

めとする様々な規格により、製造者が機器の騒音放射に関する定量的な情報を提供す

ることが求められている。それらの規格には、機器からの放射音圧を計測し、全音響

パワー[2]を算出および表示する方法が規定されている。すなわち、製造者は、ISO 規

格に準拠した方法によって算出した機器の音響パワーをカタログ等に表示することを

要求されているわけである。そのため、表示した音響パワーを超える音を放射する製

品は、規格外品と見なされることになる。したがって、製造者としては、全ての製品

について出荷前に放射音検査を行い、規格品であることを確認する必要に迫られてい

るのが現状である。しかし、ISO規格に準じた方法では、対象機器以外の音を遮断し、

壁、床、天井からの反射音の影響が小さい無響室などの特別な空間において、機器を

取り囲む空間上の多数点での音圧を正確に計測（2乗音圧法）[3]することが要求されて

おり、製造ラインとは別に製品検査のための施設を設けなければならないなど、経済

的または時間的なコストが増大してしまう。ISO 規格は、全数検査を目的とした放射

音検査方法には適さず、サンプリング検査[4]を行っているのが現状である。製造者に

とっては、短時間で低コスト、しかも正確に機器放射音を計測できる全数検査方法を

確立することが急務となっている。 

一方、低騒音化を目的とした機器の設計および騒音制御のためには、機器全体（た

とえば、パーソナルコンピュータなど）から放射される全音響パワーのみならず、複

数存在する部品（たとえばHDDやCD-ROMドライブなど）の中から主な騒音源を特

定すること、または全音響パワーに対する部品それぞれの寄与率を把握することが重

要である。しかし、ISO 規格に準じた方法により、部品ごとの音響パワーを算出する

には、騒音源に成り得ると考えられる部品ごとに計測するしかなく、計測対象の部品

のみを動作させる特別な装置や設備が必要となる。したがって、ISO 規格による通常
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使用条件での音源ごとの計測は困難である。ここでも時間的または経済的なコストが

要求される。これまでに、機器の通常使用条件における騒音源の特定および全音響パ

ワーに対する音源の寄与率を把握することを目的として実用化されている計測方法と

して、2 マイクロホン音響インテンシティ法[5,6]が挙げられる。この方法では、音源を

取り囲む空間を格子状に分割し、それぞれの格子点における音圧の振幅および位相情

報を正確に計測することで、単位面積を通過する音響エネルギーの流れ量をベクトル

量である音響インテンシティ(Sound Intensity) I
r

(W/m2)として求めている。ここで、 

ttutp
T

I
T

TT
d)()(

2
1

lim ∫
+

−∞→
⋅=
rr

                  (1.1) 

 

である。p (t)は音圧(Pa)、ur (t)は空気粒子の振動速度ベクトル(m/s)を示している。音響

インテンシティ法においては、音場中で距離 d (m)だけ離れた 2点の音圧 p1と p2を計

測し、有限差分近似によって次式から振動速度ベクトルur を求めている。 

 

[ ] τττρ dppdtu
t

∫ ∞−
−≈ )()()/1()( 210

r
               (1.2) 

 

また、音圧 pは、 

[ ] 2/)()()( 21 tptptp +≈                        (1.3) 

 

と近似している。したがって、機器表面の音響インテンシティベクトルの分布を可視

化し、その発散の絶対値を比較することによって音源位置を特定することができる[7, 8]。

同時に機器を取り囲む全ての点での音響インテンシティを面積分すれば機器の全音響

パワーを算出することができ、音源と見なされる部分の音響パワーと全音響パワーの

比から音源それぞれの寄与率を算出することも可能である[9]。しかし、１組のマイク

ロホンやインテンシティプローブ[10]を移動して多数点における音圧の振幅および位相

情報を計測するには多大な時間を必要とする[11]。たとえば、1台のコピー機の 1側面

からの音響放射を可視化するために、120点（10点×12点）での音圧計測を実施して

いる例がある[12]。また、可視化の分解能を向上したい場合には、格子間隔をより細か

くしなければならず、計測点数は増大する。一方、音響パワーや周波数特性などが時々
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刻々に変化するような非定常な音響特性を持つ機器に適用する場合には、計測点数に

相当する数のインテンシティプローブが必要となるとともに、同時計測が行える計測

システムを構築せざるを得ず、複雑で大規模なものとなってしまう[13]。また、計測対

象の機器の放射音よりも大きな音が外乱として混入した場合や、壁、床、天井からの

反射音の影響が無視できない場合には計測結果に誤差が生じるため、防音室や無響室

などの施設が要求されることもある[14]。したがって、ISO 規格や現在実用化されてい

る 2マイクロホン音響インテンシティ法を、製造者が要求する全数検査方法に適用す

ることは難しいと考えられる。また、2 マイクロホン音響インテンシティ法では、低

騒音化を目的とした機器の設計および騒音制御のための騒音源の特定および全音響パ

ワーに対する音源の寄与率を把握することを目的とした計測手法としても、計測の複

雑さ、および専門的な知識を必要とすることが障害となり、広く普及するには至って

いない。 

一方、1970年代に J. A. Macadam[15]やT. H. Hodgson[16]らによって提案された表面音

響インテンシティ法による放射音計測を用いれば、無響室や防音室などの特別な施設

を使用せず、機器の通常使用条件下において機器の全音響パワーおよび各部品から放

射される音響パワーを計測することができるとされている。表面音響インテンシティ

法とは、2 マイクロホン音響インテンシティ法と同様の定義に基づいて放射音の音響

インテンシティベクトルを算出する方法である。計測原理の詳細については第 2章に

おいて述べるが、2マイクロホン音響インテンシティ法が音場中の近接した 2点の音

圧の差分から粒子速度を近似的に求めて、音響インテンシティを算出しているのに対

して、表面音響インテンシティ法では、振動する構造物表面の振動速度と近傍の空気

粒子の振動速度が等しいと仮定し、構造物近傍の音圧と構造物の振動速度から音響イ

ンテンシティを算出している。このとき、音響インテンシティは、音圧と振動速度の

クロススペクトルによって計算される[17]。すなわち、計測対象の機器の放射音よりも

大きな音や、壁、床、天井からの反射音が音圧信号に混入した場合でも、構造物の振

動速度信号に含まれない成分または、相関の低い成分は除去される[18]。これにより、

無響室などの特別な音響計測施設を使用せず、計測対象機器以外の機器などの稼動音

が外乱として混入する可能性が高い工場やオフィス内においても、機器全体あるいは

個々の部品が放射する音響インテンシティを計測できると考えられている。したがっ

て、2 マイクロホン音響インテンシティ法と同様に、機器表面から放射される音響イ
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ンテンシティの絶対値によって音源位置を特定できるとともに、機器を取り囲む全て

の点での音響インテンシティを面積分すれば機器の全音響パワーを算出することがで

き、個々の音源が持つ音響パワーと全音響パワーの比から、音源それぞれの寄与率を

算出することも可能である[17]。 

ところが、1990年代以降、表面音響インテンシティ法を用いた機器放射音の計測に

関する研究は、減少傾向にあり、計測事例[19]もごく少数である。2 マイクロホン音響

インテンシティ法による計測システムが実用化され、市販されているのとは対照的に、

表面音響インテンシティ法による計測システムは、実用化および市販化されていない

のが現状である。その理由として、以下のことが挙げられる。 

 

（１） 2 マイクロホン音響インテンシティ法では、音場において音圧を計測すればよ

いのに対し、表面音響インテンシティ法では、音響放射面の振動速度と近接音

場の音圧の 2つの異なる物理量を同時に計測しなければならず、より複雑な計

測システムと高度な計測技術が要求される。 

 

（２） 音響放射面から任意の距離での音圧を計測するため、振動速度と音圧の間に音

速と距離に関係する時間差（位相差）が生じ、これに対して正確な位相補償を

行わなければ、計測誤差が増大する。 

 

（３） 振動速度と音圧の間の正確な位相補償を行うためには、音圧センサを音響放射

面から定められた距離に正確に設置しなければならないため、多点の移動計測

において時間的コストが増える。 

 

（４） 計測対象の構造物の剛性が低い場合には、接触型振動センサによって振動振幅

や振動モードが変化し、計測誤差が生じる。 

 

（５） 計測対象の構造物の剛性が低い場合には、レーザドップラ振動計などの非接触

振動計測器を用いる必要があるが、高度な計測技術が要求され、時間的コスト

が増大する。また、プローブの大型化や経済的コストによってアレイ化が困難

である。 
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（６） 計測対象の機器の放射音よりも大きな音が外乱として混入した場合や、壁、床、

天井からの反射音の影響についての指針が示されていない。 

 

以上の問題点を克服できるセンサプローブを開発し、外乱や反射音の影響についての

指針を明らかにすることにより、表面音響インテンシティ法の利点を生かした放射音

計測が可能になると考える。それにより、製造者が要求しているような、無響室など

の特別な音響計測施設を使用せず、工場やオフィス内において短時間で低コスト、し

かも正確な全数検査方法に適用することができると考えられる。また、低騒音化を目

的とした機器の設計および騒音制御のための騒音源の特定および全音響パワーに対す

る個々の音源の寄与率を把握することを目的とした計測手法としても適用可能である

と考えられる。 
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1.2 研究の目的 

本研究では、無響室などの特別な音響計測施設を使用せず、工場やオフィス内など

の通常使用条件の騒音環境下において機器放射音計測の高精度化および効率化（時間

的・経済的コストの軽減）を図ることができる計測システムを確立することを目的と

している。そのためには、表面音響インテンシティ法を適用した計測手法が最も有効

であると考えられる。したがって、前節で述べた表面音響インテンシティ法における

問題点を克服できる計測手法およびセンサプローブの開発が不可欠である。そこで、

以下に示す５項目を本研究の目的とした。 
 

 
（１） 押し当て式振動ピックアップとコンデンサマイクロホンを一体化することに

より、構造物に押し当てるだけで音響インテンシティを計測できる接触型セン

サプローブを開発し、多点移動計測における時間的コストの軽減を図る。 
 

（２） 空中超音波ドップラ振動計測手法を応用し、1本の広帯域マイクロホンによっ

て、音響放射面の振動速度と近接音場の音圧を計測でき、またアレイ化が容易

な非接触型センサプローブを開発し、薄板のような剛性が低い計測対象におい

ても適用できる計測システムを構築する。 
 

（３） 自己遅延ヘテロダインレーザドップラ振動計測手法を応用し、1つの光学系に

よって、音響放射面の振動速度と近接音場の音圧を計測でき、またアレイ化が

容易な非接触型センサプローブを開発し、高温度または温度変化が生じる環境

および計測対象に対しても適用できる計測システムを構築する。 
 

（４） さまざまな騒音環境下における表面音響インテンシティ法による計測精度を

実験的に明らかにし、計測対象機器の放射音よりも大きな音が外乱として混入

した場合や、壁、床、天井からの反射音の影響についての指針を示す。 

 

（５） 3方式（押し当て式、空中超音波ドップラおよび自己遅延ヘテロダインレーザ

ドップラ）のセンサプローブの全てにおいて、計測する音響放射面の振動速度

と近接音場の音圧の間の正確な位相補償が行える方法を確立する。 
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1.3 論文の構成 

 本論文は 7章から構成されている。第 1章では、本研究の背景と目的および研究の

意義について述べている。表面音響インテンシティ法による機器放射音計測が、現在

実用化されている他の計測法に比べて優位な点を示すとともに、実用化が遅れている

要因である計測上の問題点を述べている。 

 

 第 2章では、表面音響インテンシティ法による音響インテンシティ I
r

(W/m2)の計測

原理と提案するセンサプローブの概要について述べている。表面音響インテンシティ

法では、２つの異なる物理量（音響放射面の振動速度ur (m/s)と近接音場の音圧 p (Pa)）

の振幅および位相情報から音響インテンシティを算出するため、高度な計測技術が要

求される。また、音圧は、音響放射面から任意の距離において計測されるため、振動

速度と音圧の間に音速と距離に関係する時間差（位相差）が生じ、これに対して正確

な位相補償を行わなければ、計測誤差が増大することに言及している。それらの課題

を解決し、実用化に向けて計測における時間的・経済的コストを軽減できる 3方式の

センサプローブを提案している。 

 

第 3章では、多点移動計測の時間的コストの軽減を目的として、押し当て式振動ピ

ックアップとマイクロホンを一体化した押し当て式接触型センサプローブを試作して

いる。押し当て式振動計測と振動絶縁という２つの相反する技術を応用し、音響放射

面に接触させるだけで任意の点での計測を実現している。そのために、振動計測にお

ける接触共振現象の影響を低減し、振動計測精度を向上させる方法、センサの一体化

によりマイクロホンの筐体に伝搬する振動の除去方法、音圧感度と指向特性の変化に

伴う計測誤差および計測範囲について実験的に検討している。また、実用化が遅れて

いる一因である表面音響インテンシティ法による計測の複雑さ、多点移動計測の時間

的コストが軽減できることを示している。 

 

第 4章では、従来の接触型振動ピックアップによる振動計測では、センサの質量に

よって音響放射面の振動振幅および振動モード等が変化するために、アレイ計測が不

可能と考えられる低剛性の構造物を対象とした計測を実現するために、空中超音波ド

ップラ法利用非接触センサプローブを試作している。これにより、音響放射面の振動
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速度ur (m/s)と近接音場の音圧 p (Pa)を一つの広帯域マイクロホンおよび信号処理系に

よって計測し、音響インテンシティ I
r

(W/m2)を算出する計測システムを実現している。

また、レーザドップラ振動計による従来の非接触計測結果との比較より、試作システ

ムの計測精度を明らかにしている。その上で、高度な計測技術と複雑な計測システム

が要求されるセンサアレイによる同時多点計測に対して有用なセンサプローブである

ことを示している。 

 

第 5章では、低剛性の構造物を対象とした計測の実現とともに、高温環境あるいは

高熱を発する計測対象（たとえばエンジンブロックなど）へ適用するために、自己遅

延ヘテロダインレーザドップラ法利用非接触センサプローブを試作している。試作シ

ステムでは、音響放射面の振動速度 1ur (m/s)と、その近傍に置かれた振動膜の振動速度

2ur (m/s)を、自己遅延ヘテロダインレーザドップラ振動計測法により同時計測し、

2ur (m/s)から音圧 p (Pa)を算出することにより、一つの光学系と信号処理系によって音

響インテンシティ I
r

(W/m2)を算出している。そのために、振動膜の 2ur (m/s)と音圧 p (Pa)

の関係を実験的に明らかにしている。また、従来のレーザドップラ振動計を用いた非

接触計測システムに比べて、容易にアレイ化できることを示している。 

 

第 6章では、表面音響インテンシティ法における耐騒音環境性能と 3方式のセンサ

プローブにおける計測例について述べている。まず、計測対象音と環境音との S/N比

と計測誤差との関係から、騒音環境下における計測精度を実験的に明らかにしている。

その上で、押し当て式センサプローブを用いた 3.5インチHDDの音響パワーP (W)計

測を実施し、騒音環境下においても従来法（無響室内での二乗音圧法）と高い相関が

ある計測結果が得られることを確認している。また、3 方式のセンサプローブが持つ

利点を生かした計測例について述べ、表面音響インテンシティ法の実用化のための計

測環境条件を含めた計測指針を示している。 

 

第 7章では、本研究を総括し、得られた成果のうち主要なものをまとめるとともに、

今後の研究課題、展望について述べている。 

本論文の構成を図 1.1に示す。 
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ドップラ法利用非接触センサプローブ
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図 1.1 本論文の構成図 
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第 2章 表面音響インテンシティの計測原理とセンサプローブの提案 
 
2.1 はじめに 

音響インテンシティ(Sound Intensity)とは、単位面積を通過する音響エネルギーの流

れ量である。現在、実用化されている 2マイクロホン音響インテンシティ法では、音

響インテンシティをベクトル量 I
r

(W/m2)として算出することができるため、多数点で

の音のエネルギーの流れを可視化することで、音源探査などに応用されている。しか

し、計測対象の音源からの放射音が他の構造物に反射して伝搬する反射音の影響や、

計測対象外の音源からの伝搬音の影響を完全に排除することは難しい。たとえば、対

象とする機器から放射される音響インテンシティ I
r

(W/m2)よりも他の機器から伝搬す

る音響インテンシティ I
r

(W/m2)が大きい音場においては、対象とする機器から放射さ

れる音響インテンシティ I
r

(W/m2)だけを分離することは困難である。 

一方、音響放射面の振動速度ベクトルur (m/s)と近傍の音圧 p (Pa)のクロススペクト

ルから音響インテンシティ I
r

(W/m2)を算出する表面音響インテンシティ法を用いれば、

計測対象である音響放射面の振動速度に含まれない音圧成分、すなわち、他の機器か

ら伝搬する音などは除去され、対象音の音響インテンシティ I
r

(W/m2)だけを算出でき

るとされている。それにより、無響室などの特別な音響計測施設を使用せず、計測対

象機器以外の機器などの稼動音が外乱として混入する可能性が高い工場やオフィス内

においても、計測対象機器が放射する音響インテンシティ I
r

(W/m2)を計測できると考

えられる。 

本章では、まず表面音響インテンシティ法における計測原理について述べる。次に、

計測原理上、音圧は、音響放射面から任意の距離において計測されることで、振動速

度と音圧の間に音速と距離に関係する時間差（位相差）が生じるため、これに対して

正確な位相補償を行わなければ、計測誤差が増大することについて述べる。最後に、

原理上の課題を解決し、実用化に向けて計測における時間的・経済的コストを軽減で

きる 3方式のセンサプローブを提案し、その計測手法について述べる。 
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2.2 表面音響インテンシティの計測原理 

音響インテンシティとは、音の伝搬方向に垂直な面を考えたとき、単位面積を通過

する 1秒当たりのエネルギー量を音の強さ(Sound Intensity)として表したものである[1]。

単位面積を通る音のパワーと考えても良い。記号には I が用いられ、単位は(W/m2)で

ある。平面進行波音場における音響インテンシティは、 

pu
c

pI ==
ρ

2

              (2.1) 

 

と表される。ここに、pは音圧を表し、単位は(Pa)、ρは空気密度であり、単位は(kg/m3)、

c は音速を表し、単位は(m/s)である。また、u は空気の粒子速度であり、単位は(m/s)

である。したがって、計測対象の音源からの放射音が、他の構造物に反射して伝搬す

る反射音の影響が小さく、また、対象音源以外の音源が存在しない平面進行波音場（例

えば、無響室内で音源から十分にはなれた空間）においては、音圧 p (Pa)を計測する

ことにより、音源からの音響インテンシティ I (W/m2)を算出することができる。一方、

音源近傍などの平面進行波音場と見なせない音場においては、音圧 p (Pa)と空気粒子

の振動速度ベクトルur (m/s)を同時に計測し、次式により音響インテンシティベクトル

I
r

(W/m2)を算出することができる。 

 

ttutp
T

I
T

TT
d)()(

2
1

lim ∫
+

−∞→
⋅=
rr

          (2.2) 

 

ここに、p(t)およびur (t)は音圧 p (Pa)とur (m/s)の瞬時値を示している。よって、2.2式

により算出される音響インテンシティベクトル I
r

(W/m2)は、時間平均された値である。

これにより、平面進行波音場と見なせない条件においても、計測面の法線方向および

直行する面内 2方向の音響インテンシティベクトル I
r

(W/m2)を算出し、ベクトル合成

することで単位面積を通過する音のエネルギーの大きさと方向、いわゆる音響インテ

ンシティ I
r

(W/m2)の流れを知ることができる。現在、実用化されている 2マイクロホ

ン音響インテンシティ法による計測では、近接した 2点の音圧 p1 (Pa)および p2 (Pa)を

計測し、局所的な音圧の空間傾度、すなわち 2.3a式に示す有限差分近似によって算出

したur (t) (m/s)および 2.3b 式から算出した 2 点間の中心における音圧を近似した p(t) 
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(Pa)から音響インテンシティベクトル I
r

(W/m2)を算出している。 

 

[ ] τττρ dppdtu
t

∫ ∞−
−≈ )()()/1()( 210

r
       (2.3a) 

[ ] 2/)()()( 21 tptptp +≈                             (2.3b) 

 

したがって、対象とする機器から放射されている音の音圧よりも、他の機器から伝搬

する音の音圧が大きい音場においては、対象音の音圧だけを分離することは困難であ

り、正確な音響インテンシティ I
r

(W/m2)計測が行えない可能性が高い。 

 一方、振動している構造物表面の法線方向の振動速度ベクトルur (t) (m/s)と近接音場

の音圧 p(t) (Pa)を計測し、2.2式から音響インテンシティ I
r

(W/m2)を算出する表面音響

インテンシティ法では、計測対象である音響放射面の振動速度に含まれない音圧成分、

すなわち、他の機器から伝搬する音などは除去され、対象音の音響インテンシティ

I
r

(W/m2)だけを算出できるとされている。最も簡単な計測方法の一例として、図 2.1

に表面音響インテンシティ法による計測系を示し、音響インテンシティベクトル

I
r

(W/m2)の算出方法について述べる。 

 

 

Vibration pickup 
Vibrating surface 

Microphone 

d 

 

図 2.1 表面音響インテンシティ法による計測系のー例 

 

まず、振動する構造物から音が放射される場合に、構造物の表面にある空気粒子は、

振動面の法線方向の振動速度と等しい速度で振動していると仮定することが前提とな
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る。図 2.1 に示すように、振動面に直接設置されている振動ピックアップからは、振

動面の振動速度ベクトルur (t) (m/s)（構造物表面の空気の粒子速度に等しいと仮定）に

比例した電気信号が出力される。一方、振動ピックアップに近接して設置されたマイ

クロホンからは、振動面近傍の音圧 p(t) (Pa)に比例した電気信号が出力される。ここで、

マイクロホンは振動面から距離 d (m)はなれた位置に設置されているとすると、振動ピ

ックアップによって検出された振動面の振動速度ur (t) (m/s)に伴って放射された音波

がマイクロホンに到達し、音圧 p(t) (Pa)として検出されるまでには、時間差∆t (s)が生

じる。ここで、振動面の振動速度ur (t) (m/s)と近傍の音圧 p(t) (Pa)の相互相関関数Rup(τ)

を考えると 

 

ttptu
T

R
T

TT
up d)()(

2
1

lim)( ∫
+

−∞→
+⋅= ττ r

                  (2.4) 

 

となる。音圧 p(t) (Pa)は、振動面の振動速度ur (t) (m/s)と比べて時間差∆t (s)だけ遅れ

ているため、2.4式は、 

t∆ttptu
T

R
T

TT
up d)()(

2
1

lim)( ∫
+

−∞→
−+⋅= ττ r

              (2.5) 

 

となり、τ = ∆tとすれば、音響インテンシティ I
r

(W/m2)は、振動面の振動速度ur (t) (m/s)

と近傍の音圧 p(t) (Pa)の相互相関関数Rup(τ)と等しくなる。 

 

Ittptu
T

∆tR
T

TT
up

rr
=⋅== ∫

+

−∞→
d)()(

2
1

lim)(τ                (2.6) 

 

ここで、時間領域の相互相関関数であるRup(τ)をフーリエ変換により、周波数 f (Hz)の

領域における関数であるクロススペクトルGup( f )に変換すれば、 

 

)()()( fiQfCfG upupup −=                   (2.7) 

と表すことができる。ここに、Cup( f )はクロススペクトルGup( f )の実数部を意味し、 

Qup( f )は虚数部を意味している。よって、Rup(τ)とGup( f )の関係は、 
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fefGR fi
upup d)()(

0

2∫
∞

= τπτ                   (2.8) 

 

と表される。ここで、振動面の振動速度ur (t) (m/s)と音圧 p(t) (Pa)との時間差∆t (s)を周

波数領域で考えると、位相差をφ = 360⋅d ⋅f /c (deg)として、 

 

ft∆ πφ 2/=                       (2.9) 

 

2.6式、2.7式、2.8式および 2.9式から、 

 

[ ] fffQffCt∆RI upupup d)(sin)()(cos)()(
0∫
∞

⋅+⋅=== φφτ
r

   (2.10) 

 

となる。したがって、音響インテンシティ I
r

(W/m2)は、振動面の振動速度ur (t) (m/s)と

近傍の音圧 p(t) (Pa)のクロススペクトルを計算することにより求めることができる。ま

た、振動面の振動速度ur (t) (m/s)と近傍の音圧 p(t) (Pa)との時間差∆t (s)すなわち、位相

差φ (deg)を補償することが必要となることがわかる。 
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2.3 計測位置による位相差補償 

前節では、表面音響インテンシティ法による計測原理を述べるとともに、振動面か

らマイクロホンまでの距離d (m)によって振動面の振動速度ur (t) (m/s)と近傍の音圧p(t) 

(Pa)との間に時間差∆t (s)が生じるため、周波数領域における両者の位相差φ = 360⋅d ⋅f /c 

(deg)を補償することが必要となることを示した。ここでは、位相補償の有無による音

響インテンシティ I
r

(W/m2)の計測精度について検討し、振動面の振動速度ur (t) (m/s)と

近傍の音圧 p(t) (Pa)との間の位相補償の重要性について述べる。 

まず、2.10式において位相補償を行わない場合、すなわち位相差φ =0 (deg)と仮定す

ると音響インテンシティ I
r

(W/m2)は、 

ffCI up d)(
0∫
∞

=
r

              (2.11) 

 

となり、振動面の振動速度ur (t) (m/s)と近傍の音圧 p(t) (Pa)のクロススペクトルGup( f )

の実数部Cup( f )のみで算出される。したがって、位相補償を行う場合の 2.10式で算出

される音響インテンシティ I
r

(W/m2)との誤差E (dB)は、 

 

[ ] fffQffCfCE upupup d))(sin)()(cos)(/()(log10
010 ∫
∞

⋅+⋅⋅= φφ  (2.12) 

 

となる。これを位相差φ  = 360⋅d ⋅f /c (deg)の関数で示した場合、 

 

]sin/[coslog10 10 φφ ⋅+⋅= upup CQE          (2.13) 

 

となる。したがって、位相差φ (deg)が同じ条件（例えば、振動面からマイクロホンま

での距離 d (m)が同じで、周波数 f (Hz)が同じ場合）であっても、振動面の振動速度ur (t) 

(m/s)と近傍の音圧 p(t) (Pa)のクロススペクトルGupの実数部Cupと虚数部Qupとの比よ

って音響インテンシティ I
r

(W/m2)の誤差 E (dB)は変化することになる。図 2.2 は、

Qup/Cupを 0.1、0.5、1.0、2.0、5.0および 10.0に変化させたときの音響インテンシティ

I
r

(W/m2)の誤差E (dB)を 2.13式から算出した結果である。位相差φ (deg)が正数の場合

は、振動面からマイクロホンまでの距離 d (m)により、振動速度ur (t) (m/s)よりも音圧
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p(t) (Pa)が遅れて観測されていることを示している。したがって、位相差φ (deg)が負数

となることは考え難いが、位相差φ (deg)が正数の領域だけを見ても、Qup/Cupの変化に

よって 10 dB程度の計測誤差に繋がる可能性が考えられる。表面音響インテンシティ

法により音響インテンシティ I
r

(W/m2)を計測する場合には、振動面からマイクロホン

までの距離 d (m)による振動速度ur (t) (m/s)と音圧 p(t) (Pa)との間の位相差φ (deg)を補償

することが重要であると考えられる。よって、振動面からマイクロホンまでの距離 d 

(m)をあらかじめ決定しておき、その位置にマイクロホンを正確に設置することが要求

されることになり、これが実用化を妨げる計測原理上の課題となっていると考えられ

る。 

 

 

 

 

-15

-10

-5

0

5

10

15

-60 -40 -20 0 20 40 60
Phase error (deg)  

図 2.2 振動面からマイクロホンまでの距離 d (m)により生じる位相差φ (deg)の補償

の有無による音響インテンシティ I
r

(W/m2)の計測誤差 

Qup/Cup=10.0 
Qup/Cup= 5.0 
Qup/Cup=2.0 

Qup/Cup=0.1 

Qup/Cup=1.0 
Qup/Cup=0.5 
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2.4 3方式のセンサプローブの提案 

表面音響インテンシティ法による音響インテンシティ I
r

(W/m2)計測が提案された

1970年代依頼、無響室や防音室などの特別な施設を使用せず、機器の通常使用条件下

における機器の全音響パワーP (W)および各部品から放射される音響パワーP (W)を計

測する手法として実用化が期待されてきた。しかし、1990年代以降、表面音響インテ

ンシティ法を用いた機器放射音の計測に関する研究は、減少傾向にあり、計測事例も

ごく少数である。表面音響インテンシティ法による計測は、前節で述べたように計測

原理上の課題が起因となった問題点により、実用化および一般化していないのが現状

である。そこで本研究では、第 1章「1.1 研究の背景」で述べた実用化の妨げとなっ

ている 6項目の課題を解決するための 3方式のセンサプローブを提案する。以下にそ

れぞれの方式によって解決しようとする課題、計測原理と問題点について述べる。 

 

2.4.1 押し当て式センサプローブの計測原理と問題点 

これまでの表面音響インテンシティ法による計測では、2.2節において述べたように、

接触型の振動ピックアップを計測対象機器の音響放射面に対してマグネットアタッチ

メントなどを用いて設置するか、または接着剤などで固定することで、音響放射面の

振動速度ur (m/s)を計測していた。一方、振動ピックアップの近傍においてマイクロホ

ンによって音圧p (Pa)を同時計測する場合、振動ピックアップとは別にマイクロホン

を固定する必要がある。しかも、音響放射面から定められた位置に設置しなければな

らない。また、音響放射面の振動や他の振動がマイクロホンの筐体に伝搬し、音圧計

測に誤差が生じないように、除振スタンドを使用するなどの配慮が要求される。した

がって、大面積の音響放射面を細かく走査する場合などには、振動ピックアップおよ

びマイクロホンの移動が煩雑となり、時間的コストが増大する。そのため、センサの

アレイ化によって計測における時間的コストの軽減を図ろうとした例もあるが[2]、多

数のセンサの使用や、マイクロホンアレイが大型化することで、それらの除振装置も

大型化し、設置に手間取るなど、必ずしも時間短縮に繋がらない。このような時間的

コストが増大し、迅速な計測が行えない理由の全ては、音響放射面の振動速度ur (m/s)

と近傍音場の音圧 p (Pa)という異なる 2つの物理量を異なる構造のセンサによって同

時に計測しなければないという計測原理に起因している。 

これら問題を解決する手段として、機器の異常診断に広く用いられている押し当て
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式振動計を利用することを考えた。押し当て式振動計は、回転機器の軸受け部におい

て、ベアリングなどの劣化により起こる異常振動を監視するためのもので図 2.3 に示

すように分析器も含めて小型化されている。センサ部分はペンシル型をしており、先

端部分を軸受け部分などに0.5 kgfから1 kgf (1 kgf=9.8 N)の力で押し当てることにより、

振動計測が行える。したがって、接着などによりセンサを固定する必要がなく、任意

の位置に短時間でプローブを設置できるため、短時間での多点移動計測を実現できる。 

 

 
 

図 2.3 押し当て式振動計 

 

このような、押し当て式振動計のペンシル型振動センサの内部にマイクロホンを埋

め込めば、先端部分を構造物に押し当てるだけで簡単に放射面の振動速度 ur (m/s)が

計測でき、しかも常に振動面から一定の距離における音圧 p (Pa)が同時に計測できる

と考えた。しかし、ペンシル型振動センサの内部にマイクロホンを固定した場合、音

響放射面の振動がマイクロホンの筐体に伝搬し、音圧計測に誤差が生じる可能性が高

い[3]。そこで図 2.4に示すような振動ピックアップとマイクロホンをシリコンゴムによ

って一体化し、マイクロホンへの振動を絶縁できるセンサプローブを提案する。 

一方、振動計測においても、押し当て式振動計では、振動面に固定する形式の振動

ピックアップに比べて計測できる周波数範囲が狭いという問題点がある。特に高周波

数の振動計測には不向きであるといわれている[4]。その主な原因は、接触共振現象[5]

の影響である。押し当て式振動計では、センサの先端部分と構造物との接触面が局部

的に変形することでばねとして作用すると考えられている。そのため、接触面でのば

ねとセンサの質量で構成される振動系による共振現象が生じる。一般に、振幅および

ペンシル型振動センサ 周波数分析器 
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位相ともに接触共振の影響により、2 kHz 以上では、計測誤差が生じると考えられて

いる。音響インテンシティ I
r

(W/m2)の計測では、より高い周波数域での計測が要求さ

れる場合がある。そのためには、共振点をできる限り高い周波数に移動させ、接触共

振の影響を小さくすることが、押し当て式センサプローブの振動計測における課題で

あると考えられる。 

また、音圧計測においても、マイクロホンへの振動伝搬の影響だけでなく、マイク

ロホンの音圧感度および本来無指向性であるべき音圧感度指向性が、振動センサの筐

体によって影響を受ける可能性がある。その上、振動センサの筐体によって音響放射

面近傍の音場が乱される可能性がある。あわせて、計測前のマイクロホンの動作チャ

ックや感度校正のための特別なシステムを提案する必要があり、これらのことが押し

当て式センサプローブの実用化のための課題であると考えられる。 

 

 

 

Accelerometer 
RION PV-90B 

(6dia 1.2 g) 

Silicon rubber 
(t=5mm) 

1/2 in. microphone 
RION UC-30 

Preamplifier 
RION HN-04 

Structure  

Pressure 

13 mm 

 

 

図 2.4 マイクロホングリッドと振動ピックアップの筐体をシリコンゴム

によって一体化した押し当て式センサプローブ 
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2.4.2 空中超音波ドップラ非接触センサプローブの計測原理と問題点 

接触型の振動センサを使用した表面音響インテンシティ法による音響インテンシテ

ィ I
r

(W/m2)計測では、剛性が低い構造物を計測対象とする場合、計測対象の振動振幅

や振動モードが変化し、計測誤差が生じる可能性が高い。そのため、レーザドップラ

振動計やレーザ変位計などの非接触振動計測器を用いた例もある[6]。しかし、マイク

ロホンとレーザドップラ振動計などを組み合わせることにより、センサプローブが大

型化し、大掛かりな除振装置が必要となる。その上、レーザドップラ振動計などによ

り、アレイシステムを構築する場合には、多大な経済的コストが掛かる。それらのこ

とが、表面音響インテンシティ法による非接触計測を実用化する妨げとなっている課

題である。そこで、空中超音波ドップラを利用した非接触振動計測と、音響放射面近

傍の可聴音の音圧計測を一つの広帯域マイクロホンおよび信号処理系によって実現し、

音響インテンシティ I
r

(W/m2)を算出する計測方法およびセンサプローブを提案した。

以下に、その計測原理と、実現に向けて解決すべき問題点について述べる。 

提案する計測システムを図 2.5に示す。まず、超音波送波器を用いて正弦信号波 f 0

（約 100 kHz）を計測対象構造物の音響放射面に向けて連続放射する。超音波は、構

造物の音響放射面で反射（図中の破線）し、次式に示すように音響放射面の振動速度

ur (t) (m/s)に比例したドップラシフト )t(f
r

∆ (Hz)を受ける[7]。 

 








 >>
⋅

≈∆ )(cos)(2)( 0 tucf
c

tutf Q

rr θ
  (2.14) 

 

ここに、θは音響放射面に対する超音波の入射角(deg)、cは音速(m/s)を表している。

このとき、音響放射面で反射した超音波と、音響放射面によって放射された可聴音の

音圧 p(t) (Pa)を一つの広帯域マイクロホンで計測する。マイクロホンからの出力信号は、

マイクロホンアンプで増幅された後、アナログ－デジタル変換器（以下ADCと記す）

によってデジタル化される。次に、バンドパスフィルタによって超音波成分を抽出し、

FM復調することで音響放射面の振動速度ur (t) (m/s)を算出する。同時に、可聴音の音

圧 p(t) (Pa)をローパスフィルタによって抽出する。これらのクロススペクトルを演算す

ることで音響インテンシティ I
r (W/m2)が求められる。 
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図 2.5 空中超音波ドップラ振動計測法を利用した非接触による計測システム 

 

ここで、従来の計測方法との違いについて考える。レーザドップラ振動計または図

2.6(a)に示す従来の接触型センサによって音響放射面の振動速度ur (t) (m/s)を計測する

場合には、2.10式を用いて音響放射面の振動速度ur (t) (m/s)と近傍の音圧 p(t) (Pa)との

間の位相補償を行う。一方、提案するシステムでは、図 2.6(b)に示すように超音波は、

音響放射面から d/cosθ (m)の経路を伝搬して、マイクロホンに到達するため、振動速度

ur (t) (m/s)を検出する場合においても時間差が生じる。よって、音響放射面から放射さ

れた可聴音がマイクロホンに到達した直後に、超音波が到達することになり、次式に

示す両者の時間差による位相差φu-pだけを補償すればよい。 

 

cfddpu /)cos/(360 ⋅−⋅=− θφ    (2.15) 
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したがって、提案する計測法では、2.10式のφ に 2.15式のφu-pを代入することで音

響放射面の振動速度ur (t) (m/s)と近傍の音圧 p(t) (Pa)との間の位相補償を行う。また、θ

を小さくするほど、位相差φu-p を小さくできる。仮に、定められた位置にマイクロホ

ンが設置されていなかったために計測誤差が生じたとしても、従来の計測に比べてそ

の誤差を無視できるほど小さくできる利点がある。 

 

 

Vibrating structure 

Vibration pickup 

d 

1/4 in. 
Microphone 

 

Vibrating structure 

Ultrasonic wave d 

Ultrasonic 
transmitter 

1/4 in. 
Microphone 

Signal input 
(100 kHz) 

θ 

 
(a)                                    (b) 

図 2.6 表面音響インテンシティ法による計測例 (a) 従来法 (b) 提案法 

 

また、これまでの 2マイクロホン音響インテンシティ法および従来の表面音響イン

テンシティ法による音響インテンシティ I
r

(W/m2)の計測では、2つのセンサと 2チャ

ンネルのアンプおよび信号処理系による同時計測が要求させた。しかし、提案する計

測システムでは、１つの広帯域マイクロホンとアンプおよび ADC だけで計測が実現

できる。これは、複数のセンサおよび信号処理系を用いたアレイシステムにおいても

計測点と同数のマイクロホンと信号処理系があれば計測が可能となることを示してお

り、従来の半数のセンサおよび信号処理系でシステムを構築できることに大きな特徴

がある。 

合わせて、マイクロホンからの出力をマイクロホンアンプで増幅し、ADCに入力す

る処理過程は、アナログ処理を行うが、ローパスフィルタ、バンドパスフィルタ、FM

復調および音響インテンシティ I
r

(W/m2)を算出するクロススペクトル演算を行う処理

は、すべて 1 台の計算機でデジタル処理[8]すれば、装置の簡略化が図れる。加えて、

アレイシステムにおいてローパスフィルタやバンドパスフィルタなどをアナログ処理

する場合には、チャンネル間の振幅および位相差が計測精度を低下させる要因の一つ
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となるが、それらをデジタル化したことで、チャンネル間補正を行う必要がなくなる。

このことからも処理過程の簡略にも繋がり、従来よりもアレイ化に適した計測方法で

あると考えられる。 

ここで、従来の空中超音波ドップラを利用した振動速度計測[9]との違いを考える。

これまでの計測システムでは、鋭い指向性(半値幅 7 °)を持つ送波器と受波器を用いて

いる。しかし、提案するシステムでは、広帯域マイクロホンの音圧感度指向性は無指

向性に近く、鋭い指向性は持たない。また、超音波送波器の発振周波数がマイクロホ

ンの性能によって 100 kHz以下に制限されるため、半値幅が 7 °に匹敵するような鋭い

指向性を実現することは難しい。そのため、仮に、計測対象の構造物表面における超

音波の反射率が低い場合、すなわち、超音波が吸音されたり、構造物を透過したりし

て、マイクロホンに到達する超音波の強度が低下すれば、送波器から直接的にマイク

ロホンに入射する直接波の強度が反射波の強度を上回る（S/N 比が低下する）ことが

起こり得る。そのような場合には、構造物の表面の振動速度に比例したドップラシフ

トを受けた反射波を正確に検出することができなくなり、振動計測不能となる。した

がって、マイクロホンに入射する直接波を如何に除去するかが提案するシステムによ

る計測を可能にするための最大の課題であると考えられる。 
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2.4.3 自己遅延ヘテロダインレーザドップラ非接触センサプローブの計測原理と問題点 

従来の非接触振動センサを用いた表面音響インテンシティ法による音響インテンシ

ティ I
r

(W/m2)計測における課題を解決するために、前述のように空中超音波ドップラ

を利用した振動計測と、音響放射面近傍の可聴音の音圧計測を一つの広帯域マイクロ

ホンおよび信号処理系によって実現し、音響インテンシティを算出する計測方法およ

びセンサプローブを提案した。一方、レーザドップラ振動計などの光学的計測手法を

用いた非接触計測においては、振動計測における空間分解能が高いことや、高温度お

よび温度変化を伴う計測対象にも適応できるなどの利点を生かせぬまま、実用化に至

っていないのが現状である。そこで、光軸上に奥行き分解能を持つことで、一つの光

学系により、多点の振動速度計測が可能な自己遅延ヘテロダインレーザドップラ振動

計測手法[10]を利用した計測システムを提案する。以下に、その計測原理と、実現に向

けて解決すべき問題点について述べる。 

図 2.7 に示すように提案する計測システムでは、まず、半導体レーザ(LD)に対して

鋸波変調をかけた電流を注入する。半導体レーザの注入電流と発振波長の間には、線

形性があると仮定して、図 2.8に示すように、発振周波数も鋸波状に変化する。次に、

図 2.7 のマイケルソン干渉計に半導体レーザからのレーザ光を通した場合の光の干渉

を考える。ここでたとえば、参照ミラーからの参照光(Reference light)の光路よりも、

振動速度を計測する対象構造物の振動面（以下、音響放射面と記す）からの反射光

(Reflected light 1)の光路を長くする。この場合、参照光と反射光との光路差によってフ

ォトダイオード(PD)に到達する光に図 2.9に示すような時間差∆t1 (s)が生じる。その時

間差によって到達する光の周波数に差が生じる（自己遅延ヘテロダイン[11]）ため、干

渉によって以下に示す周波数 fB1 (Hz)のビート信号が発生する[10]。 

 

m1 f
c

d∆i∆f
o

B
1⋅⋅

=
β

    (2.16) 

 

ここに、mf は半導体レーザへの注入電流(鋸波)の変調周波数 (Hz)、∆iは変調振幅 (A)、

βは半導体レーザへの注入電流と発振周波数の変化率 (Hz/A)、 1d∆ は音響放射面から

の反射光と参照光との光路差 (m)、 oc は光速 (m/s)である。 
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図 2.7 自己遅延ヘテロダイン法による振動速度計測を利用した計測システム 
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図 2.8 鋸波変調された注入電流による半導体レーザの発振周波数の時間変化 

（概念図） 
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図 2.9 参照光と音響放射面からの反射光の周波数時間変化 

（概念図） 

 

このとき、音響放射面の近傍にハーフミラー薄膜を置くことを考える。薄膜は、周囲

の音圧の変化によって振動しているものと仮定する。その場合、音響放射面からの反

射光(Reflected light 1)の光路よりも、薄膜からの反射光(Reflected light 2)の光路が短くな

る。よって、参照ミラーからの参照光(Reference light)と薄膜からの反射光(Reflected light 

2)の光路差 2d∆ は、 1d∆ よりも短くなり、フォトダイオードに到達する光の時間差∆t2

は、図 2.10に示すように、∆t1より小さくなる。したがって、図 2.11に示すように、

参照ミラーとの干渉による音響放射面とのビート信号 fB1よりも低い周波数のビート

信号 fB2が発生する。 
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図 2.10 参照光とハーフミラー薄膜からの反射光の周波数時間変化 

（概念図） 
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図 2.11 参照光と音響放射面からの反射光によるビート信号および参照光と

ハーフミラー薄膜からの反射光によるビート信号の関係（概念図） 

 

 

それらのビート信号は、次式に示すようにハーフミラー薄膜または音響放射面の振

動速度 )( tur (m/s)に比例したドップラシフト )t(f
r

∆ (Hz)を受けている。 








 >>≈∆ )()(2)( 00 tucf
c

tutf
o

Q

rr
  (2.17) 

 

ここに、 0f は、半導体レーザの発振周波数である。これらのビート信号を個別に

FM復調することにより、音響放射面の振動速度 1ur (m/s)とハーフミラー薄膜の振動速

度 2ur (m/s)を同時計測することができる。ここで、あらかじめ、ハーフミラー薄膜の振

動速度 2ur (m/s)と音圧 p (Pa)の振幅および位相関係を明らかにしておくことにより、薄

膜の振動速度から構造物の音響放射面近傍の音圧を算出することができる。これらの

計測値を用いて、2.10式から音響インテンシティ I
r (W/m2)が求められる。したがって、

一つの光学系によって、音響放射面の振動速度 )(tur (m/s)と近傍の音圧 p(t) (Pa)を同時

に計測することができる。合わせて、信号処理のデジタル化により処理過程および装

置を簡略化できる。従来のレーザドップラ振動計を用いた計測システムでは、マイク

ロホンと組み合わせた 2系列の信号処理系が必要であり、その上、1点の計測しか行

えなかった。提案した計測システムは、原理上、複数の音響放射面の振動速度と、複

数の薄膜の振動速度を一つの光学系および信号処理系によって計測することが可能で

ある。従来のレーザドップラ振動計を用いた計測システムと比較して、小型化あるい
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はアレイ化が容易な計測システムが構築できるという利点がある。また、空中超音波

ドップラセンサプローブによる計測システムにおいて述べたと同様に、信号処理のほ

とんどの過程を、1 台の計算機でデジタル処理することにより、装置の簡略化が図れ

るほか、チャンネル間補正を行う必要がない。このことからも従来よりもアレイ化に

適した計測方法であると考えられる。 

一方、自己遅延ヘテロダインレーザドップラ法では、半導体レーザに注入する電流

と発振波長の間に線形性があることが前提となる。しかし、半導体レーザには、温度

変化や注入電流の変化によって、モードホップ[12]と呼ばれる現象が生じ、線形性が保

たれないことがある。また、光学系においてビート信号の周波数を決定する場合には、

反射光と参照光との光路差 d∆ (m)のほかに、半導体レーザへの注入電流(鋸波)の変調

周波数 mf (Hz)、変調振幅 ∆i(A)、注入電流と発振周波数の変化率β (Hz/A)、すなわち

半導体レーザの仕様を考慮しなければならない。したがって、光学系を小型化するた

めの設計段階においては、 d∆ 以外に、あらかじめ半導体レーザの注入電流と発振波

長の関係を明らかにし、局所的にでも線形性がある部分を見出すなど、半導体レーザ

の性能を明らかにする必要が生じる。 

次に、提案した計測システムでは、ハーフミラー薄膜の振動速度を計測することに

より、音圧に相当する計測値が得られることを前提としている。したがって、音響イ

ンテンシティを算出する過程において、ハーフミラー薄膜の振動速度を音圧に換算す

る方法を確立することが重要である。 

最後に、信号処理および装置の簡略化のために、振動速度ur (m/s)を算出する際のド

ップラシフト量を検出（FM 復調）する方法として、デジタル信号処理を採用しよう

としている。したがって、ビート信号の周波数の上限は、ADCの性能によって制限さ

れる。また、計測できる振動速度振幅の最大値は、２つビート信号の周波数差によっ

て決まるため、実現できる光軸上の奥行き分解能を左右する。これら多数の要因を考

慮し、最適な光学系を設計する方法を見出す必要があると考えられる。 
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2.5 第 2章のまとめ 

本章では、表面音響インテンシティ法における計測原理と計測原理上の課題につい

て述べた。また、それらの課題を解決し、実用化に向けて計測における時間的・経済

的コストを軽減できる 3方式のセンサプローブを提案し、それぞれの方式によって解

決しようとする課題、計測原理と問題点について述べた。以下に概要をまとめる。 

 

1) 計測原理上の課題 

 

 音響インテンシティ I
r

(W/m2)の算出過程において、音響放射面の振動速度

ur (m/s)と近傍の音圧 p (Pa)の計測位置の違いによって生じる時間差∆t (s)、すな

わち位相差φ (deg)を補償する必要がある。 

 位相差φ (deg)を生じさせる原因である音響放射面からマイクロホンまでの距離

d (m)をあらかじめ決定しておき、その位置にマイクロホンを正確に設置する必

要がある。 

 

2) 押し当て式プローブの優位点と問題点 

 

 優位点 

 振動ピックアップとマイクロホンをシリコンゴムによって一体化することによ

り、先端部分を構造物に押し当てるだけで音響放射面の振動速度と近傍の音圧

が計測できる。 

 任意の位置に短時間でプローブを設置でき、多点の移動計測における時間的コ

ストが軽減できる。 

 常に振動面から一定の距離における音圧が計測できる。 

 

 問題点 

 押し当て振動計測における設置共振により、高周波数で計測誤差が増大する。 

 マイクロホンに伝搬する振動により音圧計測に誤差が生じる可能性がある。 

 一体化したことにより、マイクロホンの感度および指向性が変化する可能性が

ある。 
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 振動ピックアップの筐体が音響放射面近接の音場を乱す可能性がある。 

 

3) 空中超音波ドップラプローブの優位点と問題点 

 

 優位点 

 音響放射面の振動速度計測と近傍の可聴音の音圧計測を１つの広帯域マイクロ

ホンによって実現できる。 

 1 つのマイクロホンでの計測およびデジタル信号処理による処理過程の簡略に

より、従来よりもアレイ化に適した計測方法である。 

 振動速度と音圧を同じ位置で計測するため、両者の位相差が小さく、従来の計

測に比べて位相補償が容易であり、計測誤差も小さくできる。 

 

 問題点 

 マイクロホンは無指向性に近い音圧感度特性があり、超音波送波器からマイク

ロホンに直接入射する直接波が、構造物の振動速度に比例したドップラシフト

を受けた反射波よりも大きくなると振動計測不能となる可能性がある。 

 

4) 自己遅延ヘテロダインレーザドップラプローブの優位点と問題点 

 優位点 

 多点の振動速度計測が可能な自己遅延ヘテロダインレーザドップラ振動計測手

法を利用し、音響放射面の振動速度計測と近傍に設置した薄膜の振動速度によ

る音圧計測を一つの光学系によって実現できる。 

 1つの光学系およびデジタル信号処理による処理過程の簡略により、従来よりも

アレイ化に適した計測方法である。 

 振動計測における空間分解能が高い。 

 高温度および温度変化を伴う計測対象にも適応できる。 

 

 問題点 

 音響放射面近傍に設置した薄膜の振動速度を計測することで、音圧に換算する

方法を確立する必要がある。 
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 光学系に対して、必要な振動速度および音圧振幅範囲に合わせた光軸上の奥行

き分解能を持たせる設計方法および指針が必要である。 
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第３章  押し当て式接触型センサプローブ 
 
3.1 はじめに 

第１章において述べたように、これまでの表面音響インテンシティ法による音響イ

ンテンシティ I
r

(W/m2)計測では、計測原理に起因した問題によって生じる多数点の移

動計測における時間的コストの軽減が課題の一つであった。そこで、押し当て式振動

計測と振動絶縁という２つの相反する技術を応用し、振動ピックアップとマイクロホ

ンを一体化することで、音響放射面に接触させるだけで任意の点での音響インテンシ

ティ計測が行えるセンサプローブを提案した。本章では、第 2章で述べた押し当て式
センサプローブを用いた計測における問題点を解決する手段について述べる。 

 

3.2 押し当て式センサプローブの構造 

振動ピックアップとマイクロホンを一体化したセンサプローブを構成すれば、先端

部分を0.5 kgfから1 kgf (1 kgf=9.8 N)の力で構造物に押し当てるだけで簡単に放射面の

振動速度 ur (m/s)が計測でき、しかも常に振動面から一定の距離における音圧 p (Pa)の

同時計測が実現できる。しかし、第 2章で述べたように、音響インテンシティ I
r

(W/m2)

の計測に適用するには、音圧計測においても振動計測おいても、さまざまな問題が生

じる可能性が考えられる。そこで、まず、図 3.1 に示すようにマイクロホンのグリッ

ド部分と振動ピックアップの筐体部分の間にシリコンゴムを挿入することで、マイク

ロホン筐体に伝搬する音響放射面の振動を絶縁することができれば、音圧計測に与え

る振動伝搬の影響を軽減できると考えた。また、マイクロホンのグリッド径以下の大

きさの振動ピックアップを使用すれば、振動ピックアップの筐体によってマイクロホ

ンの音圧感度および指向性が影響を受ける可能性は小さくなると考えた。シリコンゴ

ムはマイクロホンのグリッド径よりも小さく、振動ピックアップと同径の直径 6 mm、

厚さ 5 mm、ゴム硬度A10[1,2]のものを使用しており、圧縮型防振ゴムの役割を果たす

とともに、ゴムの弾性により振動ピックアップの受感面を構造物に対して確実に密着

させることができる。 
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Accelerometer 
RION PV-90B 

(6dia 1.2 g) 

Silicon rubber 
(t=5mm) 

1/2 in. microphone 
RION UC-30 

Preamplifier 
RION HN-04 

Structure  

Pressure 
 

13 mm 

 

 
図 3.1 マイクロホングリッドと振動ピックアップの筐体をシリコンゴム
により接続した一体型センサプローブ 

 

一方、マイクロホンの動作チャックや感度校正を従来と同様の方法によって行える

ようにするために、図 3.2 に示すような金属性のピックアップカバーを介してマイク

ロホングリッドと結合する方式も提案した。この方式では、マイクロホングリッドに

直径 3 mmのねじが取り付けられており、ピックアップカバーに空けられたねじ穴を

利用して、両者をねじ式で連結している。したがって、簡単に脱着が可能となってい

る。また、ピックアップカバーとマイクロホングリッドの直径を同じにすることで、

ピックアップカバーがあることによる音圧感度および指向特性への影響を小さくする

配慮を行っている。振動ピックアップとピックアップカバーはせん断型の防振ゴムに

よって結合されている。この方式によりマイクロホンはピストンホン[3]などの従来の

校正器によって簡単に校正および動作チェックが可能となる。また、振動ピックアッ

プにおいてもピックアップカバーごと振動校正器[4] などによって従来と同様、簡単に

校正および動作チェックが可能となる。 
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Microphne grid
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図 3.2 ピックアップカバーを用いた結合方式による押し当て式センサプローブ 

S 



 
第３章 押し当て式接触型センサプローブ    
──────────────────────────────────────── 

 41 

3.3 センサプローブの計測性能 

提案したセンサプローブは、マイクロホンのグリッド部分と振動ピックアップの筐

体をシリコンゴムで連結し、振動伝搬の影響を軽減する構造になっているため、セン

サプローブのマイクロホンによる計測可能な音圧の周波数範囲は、シリコンゴムの振

動絶縁効果が得られる範囲に限定される。音圧計測の面から、音響インテンシティ

I
r

(W/m2)を算出する場合の周波数範囲が限定されることになる。また、押し当て式振

動計では、接触共振現象の影響による計測誤差が生じ、振動ピックアップを振動面に

固定する方法に比べて計測可能な周波数範囲が狭いという問題点がある。すなわち、

振動計測の面からも音響インテンシティ I
r

(W/m2)を算出する場合の周波数範囲が決定

される。そこで、押し当て式センサプローブによる音圧計測および振動計測における

計測可能な周波数範囲を実験的に検討した。 

 

3.3.1 音圧計測における計測周波数範囲 

図 3.3に示すようにシリコンゴム（直径 6 mm、厚さ 5 mm、ゴム硬度A10）の振動

絶縁効果を図 3.4 に示す実験装置を用いて確認する。その方法はまず、小型振動ピッ

クアップ(RION PV-90B)を導電型加振器の加振台に設置する。その上に、シリコンゴム

とマスを乗せ１次の共振系を作る。次に、加振器の振動台を 0.5 G (1 G = 9.8 m/s2)でラ

ンダム加振している条件において、振動ピックアップによって計測される振動とマス

に伝搬する振動の伝達特性を算出すれば、シリコンゴムの振動絶縁効果が把握できる。

マスに伝搬する振動は、マスの上部に取り付けた小型振動ピックアップで計測する。

マスの質量（マス上部の振動ピックアップの質量を含む）を 1 g、10 g、50 g、100 g、

200 gに変化させたときのシリコンゴムの振動絶縁効果を図 3.5に示す。図 3.5は、加

振器の振動台に取り付けた振動ピックアップとマスの上部に取り付けた振動ピックア

ップの出力間の周波数応答を示している。正数は振動台の振動振幅よりもマスに伝搬

した振動の振幅が大きいことを示している。一方、負数は、マスの振動振幅が小さく

なっていること、つまり、シリコンゴムの振動絶縁効果を示していることになる。図

3.5からマスの質量が増加するにしたがって、振動絶縁効果が大きくなり、その周波数

範囲が低周波数域に拡大している。一つの目安として 100 Hz以上の周波数で除振効果

を得ようとすれば、マスの質量、すなわちセンサプローブで考えれば、マイクロホン

とマイクロホンのプリアンプの質量を 200 g以上とする必要があることがわかる。 



 
第３章 押し当て式接触型センサプローブ    
──────────────────────────────────────── 

 42 

 
 

 

Vibration pickup 
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13 mm  

図 3.3 シリコンゴムによるマイクロホンの振動絶縁構造 
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図 3.4 シリコンゴムをばねとした振動系の振動伝達特性計測系 
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図 3.5 シリコンゴムの振動絶縁効果（加振器の振動台に取り付けたピックアップと 

マスの上部に取り付けた振動ピックアップの出力間の周波数応答） 

 

次に、図 3.6 に示す実験系を用いて、実際の音響インテンシティ計測時と同条件に

おいて、押し当て式センサプローブを 0.5 Gでランダム加振し、音圧計測におけるシ

リコンゴムの振動絶縁効果を確認した。マイクロホンとマイクロホンのプリアンプの

質量は約 250 gあり、図 3.5より、100 Hz以上の周波数でシリコンゴムによる除振効

果が得られていると考えられる。実験では、マイクロホングリッドをふさぐことで音

圧によるマイクロホンの応答を排除し、振動によるマイクロホンの応答だけを検出し

た。また、センサプローブのシリコンゴムを取り除き、マイクロホングリッドと振動

ピックアップの筐体を接触させたときのマイクロホンの応答も計測した。合わせて、

加振器を停止させたときの応答も計測した。実験結果を図 3.7に示す。 

シリコンゴムを取り除き、マイクロホングリッドと振動ピックアップの筐体を接触

させた場合（図中のTouched）には、約 1.5 kHzで 60 dBを超える応答があるなど、振

動ピックアップの筐体を介して振動台の振動がマイクロホンに伝搬していることがわ

かる。一方、マイクロホングリッドと振動ピックアップの筐体の間にシリコンゴムを

挿入し、振動絶縁した場合（図中のDumped）のマイクロホンの応答は、7 kHz以下の

周波数範囲において大幅に減少している。2 kHzから 7kHzまでの周波数範囲では、加

振器を停止させたときの応答（図中の B.G.N.）とほぼ等しい結果となっており、シリ
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コンゴムを挿入したことにより、十分な振動絶縁効果が得られていることがわかる。

また、100 Hzから 2 kHzの周波数範囲では、加振器を停止させたときの応答（B.G.N.）

よりも 10 dB程度大きな応答が現れているが、ほとんどの周波数において接触させた

場合（Touched）の応答よりも 20 dB以上小さくなっている。したがって、100 Hzから

7 kHzの周波数範囲では音圧計測に誤差が生じる可能性は小さいものと考えられる。 

 

 

 

 

 

Mic. amp. 
RION UV-05 

FFT analyzer 
RION SA-76 

Amplifier 
RION VP-36 

Input  

SG. out 

Electromagnetic 
shaker 

Silicon rubber 
(6 mmφ t=5mm)

Accelerometer 
RION PV-90B 

1/2 in. microphone
RION UC-30 

Preamplifier 
RION HN-04 

Pressure
(1 kgf) 

0.5 G

 

図 3.6 押し当て式センサプローブの加振実験装置 
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図 3.7 音圧計測におけるシリコンゴムの振動絶縁効果（センサプローブをランダム加

振(0.5 G)した時のマイクロホンの応答） 
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3.3.2 振動計測における計測周波数範囲 

押し当て式振動計では、振動面に固定する形式の振動ピックアップに比べて計測で

きる周波数範囲が狭いという問題点がある。特に高周波数の振動計測には不向きであ

るといわれている[4]。その主な原因は、接触共振現象[5]の影響である。押し当て式振動

計では、センサの先端部分と構造物との接触面が局部的に変形することでばねとして

作用する。そのばねとセンサの質量で構成される振動系によって共振現象が生じ、そ

の影響が無視できる周波数範囲においてのみ、正確な振動計測が行える。 

押し当て式振動計(RION PV-55)を例に、図 3.8に示す標準ピックアップを用いた振動

センサの感度および位相校正装置により、接触共振特性を計測した。校正装置に使用

した標準ピックアップ(RION PV-03)は頭頂部に受感面を持つ構造になっている。また、

受感面は凹凸のない滑らかなステンレス製である。加振器により標準ピックアップの

受感面が 0.5 Gでランダム加振されているときにペンシル型センサの先端部分を 1 kgf 

の力で押し当てたときの接触共振特性を図 3.9に示す。 
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図 3.8 標準ピックアップを用いた押し当て式振動計の校正装置 
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図 3.9 は、標準ピックアップと押し当て式振動計の出力間の振幅と位相の周波数応

答を示している。振幅の周波数応答より、共振点が約 7 kHzに存在することがわかる。

振幅および位相ともに接触共振の影響により、2 kHz 以上では、計測誤差が生じると

考えられる。音響インテンシティ I
r

(W/m2)の計測では、より高い周波数域での計測が

要求される場合がある。また、前述のように提案したセンサプローブでは、100 Hzか

ら 7 kHzの周波数範囲で、音圧計測可能性であることが明らかになった。したがって、

接触共振現象による共振点をできる限り高い周波数に移動させ、7 kHz 以下での接触

共振の影響を小さくすることが要求される。そのためには、センサの質量を軽くする

こと、ばね定数を小さくすることが必要である。 

 

 

図 3.9 押し当て式振動計(RION PV-55)の接触共振特性：(a) 感度特性 (b) 位相特性 

 

そこで、センサの軽量化には、質量が 1.2 gの小型振動ピックアップ(PV-90B)を使用

することで対応した。一方、ばね定数の低減には、センサと構造物との接触面を広く

することで対応できると考え、図 3.10に示すように振動ピックアップに対して異なる

設置面積の先端部分を持たせて接触共振特性を比較した。接触共振特性を計測した振

動センサの感度および位相校正装置を図 3.11に示す。直径 4 mmの鋼球を振動ピック
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アップの先端部分に使用した場合には、標準ピックアップの受感面とは点接触の条件

であると考えられる。また、直径 3 mmのねじおよび直径 6 mmの振動ピックアップ

の設置面での接触条件では、それぞれ面全体で接触していると考えることができる。

加振器を 0.5 Gでランダム加振している条件において、小型振動ピックアップの先端

部分を 1 kgf の力で標準ピックアップの受感面に押し当てたときの接触共振特性を図

3.12に示す。 

 

 

6mmφ M3-bolt 4mm-ball 

(a) (b) (c)  
図 3.10 センサプローブに用いた小型振動ピックアップ(PV-90B 1.2 g)の接触条件 

(a) 直径 4mmの鋼球 (With steel-ball)  (b) 直径 3 mmのねじ (With steel-bolt) 

(c) 直径 6 mmの設置面全体 (Without tip) 
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図 3.11 小型振動ピックアップの押し当て振動計測による接触共振特性の計測装置 
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図 3.12は、標準ピックアップと押し当て式振動計の出力間の振幅と位相の周波数応

答を示している。図 3.12(a)に示した振幅の周波数応答より、振動ピックアップと振動

面の接触条件が直径 4mmの鋼球（図中のWith steel-ball）の場合には、11 kHz付近に

接触共振現象による共振点が現れていることがわかる。また、この共振現象によって、

約 3 kHz以上の周波数では、実際の振動振幅よりも大きい値の振動振幅であると計測

されてしまい、これが、音響インテンシティ I
r

(W/m2)を算出する上での誤差要因とな

ってしまう。したがって、直径 4 mmの鋼球を用いた点接触条件における計測では、3 

kHzが計測可能な上限周波数となる。同様に、直径 3 mmねじ（図中のWith steel-bolt）

では 5 kHz、直径 6 mmの振動ピックアップの設置面全体（図中のWithout tip）で接触

させた場合には、8 kHzまでの周波数範囲において接触共振の影響を受けずに振動計

測が可能であると考えられる。 
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図 3.12 小型振動ピックアップ(PV-90B 1.2 g)の接触共振特性 

(a) 感度特性 (b) 位相特性 
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一方、図 3.12(b)に示した位相の周波数応答からは、直径 4 mmの鋼球（図中のWith 

steel-ball）の場合、3 kHzでは約 5 °、直径 3 mmねじ（図中のWith steel-bolt）の 5 kHz

においても約 5 °、直径 6 mmの振動ピックアップの設置面全体（図中のWithout tip）

で接触させた場合には、8 kHzにおいて約 10 °の位相遅れが生じていることがわかる。

これらの計測上の位相誤差は、2.10式を用いて音響インテンシティ I
r

(W/m2)を算出す

る過程において、振動面とマイクロホンの間隔による位相差(φ⋅d   = 360⋅d ⋅f /c)とともに

補正可能である。 

これらの結果から、計測対象の音響放射面が凹凸のない滑らかな平面であれば、振

動ピックアップの先端部分に直径 4 mmの鋼球取り付けることによる点接触条件にお

いて 3 kHzまでの周波数範囲において振動計測が可能であると考えられる。同様に直

径 3 mmねじの面全体で接触している場合には、5 kHz、直径 6 mmの振動ピックアッ

プの設置面全体での接触条件では、8 kHzまでの周波数範囲において振動計測が可能

であると考えられる。したがって、振動計測の面から音響インテンシティ I
r

(W/m2)の

計測可能な上限周波数は計測対象の音響放射面と振動ピックアップの接触条件によっ

て決定されることになる。 



 
第３章 押し当て式接触型センサプローブ    
──────────────────────────────────────── 

 51 

3.4 センサプローブの音圧感度と音圧感度指向特性 

試作した押し当て式センサプローブでは、図 3.1および図 3.2に示すように、シリコ

ンゴムと振動ピックアップ、またはピックアップカバーがマイクロホングリッドの前

面を塞ぐ構造になっている。それらは、マイクロホンのグリッド径（13 mm）以下の

大きさ（直径 6 mm）、または同径とすることで、マイクロホンの音圧感度および指向

特性への影響を小さくするように配慮されている。ここでは、1/2 in. マイクロホン単

体と図 3.2 に示すピックアップカバーを取り付けた場合での音圧感度差と指向性を計

測し、その影響について検証した。 

 

3.4.1 音圧感度特性 

通常、マイクロホンの感度特性の計測は、ピストンホンなどの校正器を用いて行う。

ただし、ここでは、マイクロホングリッドの前面に振動ピックアップなどが取り付け

られた場合に、マイクロホン単体での感度特性がどう変化するのかを検討する必要が

あるため、ピストンホンなどでの計測は不可能である。そこで、まず、図 3.13に示す

ように自由音場（無響室内）において点音源（12 cmスピーカ）からランダムノイズ

を発生し、1 mの距離においてマイクロホン正面での音圧感度を計測した。次に、マ

イクロホングリッドにピックアップカバーを取り付け、同様の計測を行った。 

 

Mic. input Sensor probe 

1000 mm
Loudspeaker 

1/3 octave band  
real time analyzer 

RION SA-30 

Amplifier
RION SF-06  

S.G. output 

 

図 3.13 センサプローブの音圧感度および指向特性の計測系 
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Fig. 3.14は、両者のレベル差を 50 Hzから 16 kHzまでの 1/3オクターブバンドごと

に示したものである。前節で示したように、試作したセンサプローブの計測可能周波

数範囲は 100 Hzから 7 kHzとされた。図 3.14からそれらの周波数範囲では、ピックア

ップカバーを取り付けたことによる音圧感度の変化は±1 dB以内である。マイクロホ

ングリッドにピックアップカバーを取り付けることによる音圧感度への影響は無視で

きると考えられる。 

 

63 125 250 500 1k 2k 4k 8k 16k
-4
-2
0
2
4

Frequency (Hz)  

図 3.14 ピックアップカバーを取り付けることによる音圧感度への影響 

 

3.4.2 音圧感度指向特性 

音圧感度指向特性についても、図 3.13の計測系を用いて音源から 1 mにおいて計測

した。マイクロホン単体の指向性を図 3.15に、マイクロホングリッドにピックアップ

カバーを取り付けた場合の指向性を図 3.16に示す。図では、マイクロホン正面を 0 °

として基準化した 80Hzから 10 kHzオクターブバンドごとの指向性を示している。図

3.15および図 3.16に示すようにピックアップカバーの有無にかかわらず、80Hzから 5 

kHzまでの周波数では、ほぼ無指向性であることがわかる。10 kHzにおいては、ピッ

クアップカバーを取り付けた場合、30 °以上の角度において正面(0 °)よりも音圧感度が

小さくなる傾向にある。ただし、計測用マイクロホンに関する IEC 規格[6]で定められ

ている「正面から 90 °の範囲における感度差が 5 dB以内」に適合しており、マイクロ

ホングリッドにピックアップカバーを取り付けることによる音圧感度指向性への影響

は無視できるものと考えられる。 
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図 3.15 マイクロホン単体の音圧指向性： (a) ○ 80 Hz △ 160 Hz● 315 Hz ▲ 630 Hz ; 

 (b) ○ 1.25 kHz △ 2.5 kHz ● 5 kHz ▲ 10 kHz. 
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図 3.16 ピックアップカバーを取り付けたセンサプローブの音圧指向性： (a) ○ 80 Hz 

△ 160 Hz● 315 Hz ▲ 630 Hz ; (b) ○ 1.25 kHz △ 2.5 kHz ● 5 kHz ▲ 10 kHz. 

(a) (b) 

(a) (b) 
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3.5 センサプローブの近接音場への影響 

第 2章において振動ピックアップとマイクロホンを一体化することの弊害として、

マイクロホンへの振動伝搬の影響、マイクロホンの音圧感度および本来無指向性であ

るべき音圧感度指向性が、振動センサの筐体によって影響を受ける可能性が上げられ

た。それらの問題は、前節までに解決あるいは、影響がないことが確認された。ここ

では、センサプローブの振動ピックアップの筐体によって音響放射面近傍の音場が乱

され、音圧計測が影響を受ける可能性について、近接音場におけるマイクロホンの校

正方法をもとに検証する。 

 

3.5.1 近接音場におけるマイクロホンの校正方法 

図3.17に示すようにバフル中において速度u (m/s)で振動する円板からの距離がr (m)

の点Mにおける音圧 p (Pa)は次式で表わされる
[7]
。 

 

ds
r

jkrujp ∫
−⋅

=
)exp(

2
1
π

ωρ        (3.1)
 

 

したがって、図 3.17の振動面が振動モードおよびロッキング運動等を引き起こしてい

ない理想的なピストン運動をしている音場を実現すれば、マイクロホンによる音圧 p 

(Pa)の計測値と 3.1式によって計算される理論値を比較することで、近接音場における

マイクロホンの振幅および位相特性を把握することができる。 

y
a

a
-a

-a ds

z

x

M
r

0

 

図 3.17 バフル中の振動面 

 

 M :受音点 
 ds :微小音源の面積 (m2) 
 r :dsから点Mまでの距離 (m) 
 a :振動面の半径 (m) 
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3.5.2 校正に用いた加振器 

図 3.17および 3.1式によって、振動面の近接音場におけるマイクロホンの校正を行

うには、振動モードおよびロッキング運動などがなく、理想的なピストン運動をして

いる振動面をバフル中に設置した音場を実現しなければならない。それ以外にも、振

動面以外のバフルなどから音が放射されない条件が必要である。これらの条件を満足

する校正装置のために、図 3.18に示す圧電素子を用いた加振器を試作した。駆動時の

振動面の動きは、真鍮ブロック内部に設置した加速度ピックアップによって監視でき

る。振動面の振動に対する監視用加速度ピックアップの応答を図 3.19および図 3.20に

示す。図 3.19は、ランダム信号により加振器を励振し、レーザードップラ振動計で計

測した振動面中心の振動速度 u (m/s)と監視用加速度ピックアップの出力との間の周波

数応答を示している。両者の振幅の関係は、オクターブあたり-6 dBの関係にあり、速

度と加速度の関係にある。また、1 kHz 以上で位相の遅れが生じているが、共振など

による乱れは現れていない。一方、図 3.20は、振動面の中心と直径方向の各点（1 mm

間隔）との振幅および位相差を示したものである。4 kHz でわずかなロッキング運動

が見られるが、他の周波数においては、ほぼ同振幅および同位相で振動していること

が分かる。これらの特性は計測値に対して補正可能であり、試作した加振器をバフル

中に設置することで、図 3.17および 3.1式を適用できる音場を作り出せると考えられ

る。 

 

 

20
 m

m
 Brass block 5 mm

Vibrating surface 

Accelerometer 
Piezo block 

Brass block 

50 mm

40
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m
 

20
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m
 

80
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m
 

 

図 3.18 マイクロホンの位相校正に用いた圧電型加振器 
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図 3.19 監視用ピックアップと振動面の中心部との周波数応答 
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図 3.20 振動面の直径方向の振幅と位相 
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3.5.3 近接音場におけるマイクロホン校正実験  

まず、押し当て式センサプローブに使用したマイクロホン単体での近接音場への影

響を把握するために、図 3.21に示す 1/2 in. マイクロホン(RION UC-30)を対象として

100 Hzから 10 kHzまでの周波数範囲における校正実験を行った。合わせて、1/4 in. マ

イクロホン(RION UC-29)および計測用小型エレクトレットコンデンサマイクロホン(4 

mm×4mm×2mm RION UC-92)の校正も行った。まず、図 3.22に示すように木製ボッ

クス（高さ 120 mm）のバフル面（300 mm×300 mm）の中心部にある円形開口部（直

径 50 mm）から外部に音が放射されるように加振器を設置する。次に、加振器をラン

ダム加振し、校正対象のマイクロホンによって振動面の中心軸上の距離 5 mmでの音

圧を計測する。これは、実際にインテンシティ計測を行う場合を想定している。この

時、監視用加速度ピックアップからの出力とマイクロホンからの出力との周波数応答

を算出する。その結果に対して図 3.19の周波数応答を補正した。３種類のマイクロホ

ンでの計測値と 3.1式による計算値を図 3.23に示す。1/4 in.および 1/2 in.マイクロホン

の計測値と計算値との差は小さい。これらのマイクロホンを使用すれば 100 Hz から

10 kHzまでの周波数範囲では、音響放射面近接の音場を乱す可能性は小さいと判断で

きる。また、マイクロホン自体が持つ振幅および位相特性によって生じる音響インテ

ンシティ I
r

(W/m2)の計測誤差は小さいと考えられる。一方、小型マイクロホンでは、

100 Hzから 2 kHzまで周波数領域おける計算値と計測値の差は小さいが、2 kHz を超

えると位相遅れが現れはじめ、10 kHzでは、約 30 °の位相差が計算値と計測値の間に

生じている。したがって、2 kHzから 10 kHzの周波数範囲では、音響インテンシティ

I
r

(W/m2)を算出する際にマイクロホンの持つ位相特性（計算値と計測値の位相差）を

補正する必要があると考えられる。 

 
図 3.21 校正実験に用いたマイクロホン（1/2 in. (RION UC-30) 、1/4 in. (RION 

UC-29) および計測用小型エレクトレットコンデンサマイクロホン(4 mm×

4mm×2mm RION UC-92)） 

SSmmaallll  MMIICC..  11//44  iinn..  MMIICC..  11//22  iinn..  MMIICC..  
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図 3.22 マイクロホンの校正装置（振動面とマイクロホンの間隔：5 mm） 
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図 2.23 振動面の振動速度とマイクロホンの音圧出力との周波数応答 
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3.5.4 センサプローブが音場に与える影響 

次に、押し当て式センサプローブよる近接音場への影響を把握するために、100 Hz

から 10 kHzまでの周波数範囲における校正実験を行った。図 3.24に示すように、加

振器をランダム加振し、センサプローブを振動面の中心に押し当てることで、振動面

から 13 mmの距離での音圧を計測する。この時、監視用振動ピックアップからの出力

とセンサプローブのマイクロホンからの出力との周波数応答を算出する。その結果に

対して図3.19に示した振動面と監視用振動ピックアップとの位相差を補正することに

より、振動面とマイクロホン出力間の周波数応答が算出される。センサプローブのマ

イクロホンでの計測値と 3.1式による計算値を図 3.25に示す。振幅および位相ともに

計測値と計算値との差は小さい。したがって、100 Hzから 10 kHzまでの周波数範囲で

は、センサプローブによって音響放射面近接の音場を乱す可能性は小さいと判断でき

る。また、センサプローブのマイクロホン自体が持つ位相特性によって生じる音響イ

ンテンシティ I
r

(W/m2)の計測誤差は小さいと考えられる。 

 

 

Silicon
Rubber

Acceleromete
 

microphone

Piezoelectric
shaker  

図 3.24 押し当て式センサプローブの校正（振動面とマイクロホンの間隔：13 mm） 
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図 2.25 振動面の振動速度とセンサプローブのマイクロホンの音圧との周波数応答 
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3.6 第 3章のまとめ  

本研究では、表面音響インテンシティ法による計測の実用化を図るために、マイク

ロホンのグリッド部分と振動ピックアップの筐体をシリコンゴムによって接続するこ

とで一体化し、計測対象に押し当てるだけで音響放射面の振動速度と決められた位置

での音圧を同時計測できるセンサプローブを提案している。本章では、提案した押し

当て式センサプローブにおける計測上の課題を解決するために、実験的検討を行い、

以下の成果を得た。 
 

（１） シリコンゴムを用いたマイクロホンの振動絶縁効果により、100 Hzから 7 kHz

の周波数範囲では音圧計測に誤差が生じる可能性は小さいことが確認された。 

 

（２） 振動ピックアップの軽量化および振動面との接触面積の拡大により、押し当て

方式を用いた振動計測周波数範囲の上限を従来の 2 kHzから 8 kHzまで上昇さ

せることができた。 

 

（３） 提案したセンサプローブの音圧感度および音圧感度指向性は計測用マイクロ

ホンに関する IEC規格に適合しており、マイクロホングリッドにピックアップ

カバーを取り付けることによる音圧計測への影響は無視できる。 

 

（４） 圧電加振器を用いた音響放射面の近接音場におけるマイクロホン校正実験に

よって、100 Hzから 10 kHzまでの周波数範囲では、センサプローブによって

音響放射面近接の音場を乱す可能性は小さいことが確認された。また、センサ

プローブのマイクロホン自体が持つ位相特性によって計測誤差が生じる可能

性も小さいことが確認された。 
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第４章  空中超音波ドップラ法利用非接触センサプローブ 
 

4.1 はじめに 

第１章において述べたように、これまでの表面音響インテンシティ法による音響イ

ンテンシティ (W/m2)計測では、計測原理に起因した問題によって、センサのアレイ化

における時間的・経済的コストの軽減が課題の一つであった。そこで、本研究では、

音響放射面近傍の可聴音の音圧計測と、空中超音波ドップラを利用した非接触振動計

測を、一つの広帯域マイクロホンおよび信号処理系によって実現し、音響インテンシ

ティを算出する計測方法およびセンサプローブを提案した。本章では、第 2章で述べ

た空中超音波ドップラセンサプローブを用いた計測における問題点を解決する手段に

ついて述べる。また、計測可能な振動速度振幅と周波数の範囲および音響インテンシ

ティの計測精度について実験的に検討した。 

 

4.2 超音波送波器からマイクロホンへの直接波の除去 

図 4.1に示すように、従来の空中超音波ドップラ振動計測システム[1]では、送波器か

ら放射された超音波が計測対象の構造物に反射し、受波器に入射する反射波を計測す

る。仮に、計測対象の構造物表面における超音波の反射率が低い場合、すなわち、超

音波が吸音されたり、構造物を透過したりして、受波器に到達する超音波の強度が低

下する場合を考える。そのような場合には、送波器から直接的に受波器に入射する直

接波の強度が反射波の強度を上回る（S/N 比が低下する）ことが起こり得る。したが

って、構造物表面の振動速度に比例したドップラシフトを受けた反射波を正確に検出

することができなくなり、振動計測不能となってしまう。それを防ぐために、従来の

システム[2]では、圧電素子の共振現象を利用した鋭い指向性(200 kHz において半値幅

7 °)を持つ送波器と受波器を用いている。また、1.8 MHzのより高周波数の超音波送波

器および受波器により、鋭い指向性を得ている例[3]もある。 

 一方、第 2章の図 2.5に示した提案する計測方法では、可聴周波数域の音（たとえ

ば 20 Hzから 20 kHz）と振動速度計測のための超音波の両方の音圧を計測することが

必須条件となる。ゆえに、従来の共振現象を用いた受波器を使用することは難しい。

そこで、可聴域から 200 kHzまでの周波数帯域が計測できる受波器として 1/8インチ

マイクロホンを使用することが想定される。しかし、1/8インチマイクロホンは、音圧
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感度が低いため[4]、60 dB(0 dB = 2×10-5 Pa)以下の可聴域の音圧計測は不可能であり、

音響インテンシティ計測に適用するには十分な性能を有していない。超音波領域と可

聴域の両方を感度よく計測できる受波器としては、現在のところ計測可能周波数範囲

が20 Hzから100 kHzまでの1/4インチマイクロホンに限定されてしまう。したがって、

超音波送波器の周波数、すなわち、超音波ドップラのキャリア周波数は 100 kHz以下

に制限される。また、マイクロホンによる可聴音の音圧計測に影響を与えないために、

第 2章の図 2.5に示したように超音波送波器は、音響放射面に対して、マイクロホン

よりも離れた位置に設置することが望まれる。その上、1/4インチマイクロホンの音圧

感度指向性は、図 4.2 に示すように無指向性に近い特性を示しているため、先に述べ

た超音波の反射波と直接波の S/N比の低下に繋がる。これを回避するためには、より

鋭い指向性を持つ超音波送波器を使用する必要がある。しかし、100 kHz 以下の発振

周波数では、半値幅 80 °程度の指向性を持つ送波器[5]がほとんどで、従来の計測に用

いられていた送波器(半値幅 7 °)より性能が劣る。同等の指向性を持った送波器は、筐

体が大型になり、マイクロホンによる可聴音の計測に影響を与える可能性が高い。以

上のような計測上の制限を考慮した上で、超音波送波器から直接的にマイクロホンに

入射する直接波の強度が、構造物表面の振動速度に比例したドップラシフトを受けた

反射波の強度を上回り、振動計測不能となることのない計測手段を検討する必要があ

る。ここでは、空中超音波ドップラを利用した計測システムを構築する上で、超音波

送波器とマイクロホンの配置を制御することで、直接波を除去する方法について実験

的に検討する。 

 

 

 Ultrasonic 
transmitter 

θ 

Ultrasonic 
receiver 

Vibrating structure 

Incident wave 
Reflected wave 

Direct wave 

 

図 4.1 従来の空中超音波ドップラを利用した非接触での振動速度計測 
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図 4.2 1/4インチマイクロホン(RION UC-29)の音圧感度指向特性（100 kHz） 

（音源からの距離：100 mm） 

 

 

4.2.1 超音波送波器の放射特性と指向性 

 マイクロホンによる可聴音の音圧計測に影響を与えないために、超音波送波器は、

第 2章の図 2.5に示したように音響放射面に対して、マイクロホンよりも離れた位置

に設置する必要がある。したがって、マイクロホンに入射する直接波を除去、すなわ

ち、反射波と直接波の S/N比が最大となる超音波送波器とマイクロホンの配置を考え

る場合に、超音波送波器の音響放射指向性の鋭さ、つまり、音響放射面の方向に対し

ては大音圧の超音波を放射するが、マイクロホンの方向にはできる限り超音波を放射

しない特性を持つ送波器を見つけ出すことが前提となる。その方法を以下に示す。 

まず、1/4インチマイクロホンの計測上限周波数である 100 kHz以下の発振周波数を

持つ種々の超音波送波器の中から、マイクロホンによる音圧計測に影響を与えないよ

うに、入手できる最小のものを選択した。ここでは、図 4.3および表 4.1に示す村田製

作所製の 40 kHz超音波送波器（MA40S4S）を用いた。次に、超音波送波器に対して、

印加電圧 1 Vp-pで 20 kHzから 100 kHzまでの掃引正弦信号を入力し、送波器正面か

らの距離が 100 mmにおける放射音圧特性を計測した。図 4.4に示すように、超音波送

波器の公称周波数である 40 kHz付近の 38 kHzにおいて共振による最大音圧が計測さ

れている。また、57.5 kHzおよび 98.9 kHzにも共振が見られる。これらの共振周波数

において、送波器から 100 mmの距離での音響放射指向性を計測した。図 4.5(a)に示す
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ように 38.0 kHzおよび 57.5 kHzでは無指向性に近く、これらの発振周波数を用いて計

測した場合、送波器からマイクロホンに直接的に入射する超音波が、音響放射面から

の反射波よりも大きくなり、振動計測不能となってしまう可能性がある。一方、図4.5(b)

に示すように 98.9 kHzでは、その他の周波数に比べて、32.5 °方向に鋭い指向性を示し

ている。したがって、発振周波数 98.9 kHzの指向性を用いることで、マイクロホンへ

入射する反射波と直接波の間に大きな S/N比が得られると考えられる。よって、セン

サプローブを試作する際の、超音波送波器の発振周波数、すなわち、超音波ドップラ

のキャリア周波数は、98.9 kHzと決定した。 

 

図 4.3 センサプローブに用いた超音波送波器（MA40S4S 村田製作所） 

 

 

表 4.1 超音波送波器（MA40S4S 村田製作所）の仕様 

（村田製作所：“圧電セラミックス応用センサ”、Cat. No.P19-8 (2002)から抜粋） 

構造 公称周波数 音圧 指向性 静電容量 使用温度
範囲 

最大許容印

加電圧 
開放型 40 kHz 120 dB 80 º 2550 pF -40 ～ 85 20 Vp-p 

音圧の測定距離：30 cm、印加電圧：10 Vp-p 
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図 4.4 超音波送波器（MA40S4S 村田製作所）の音響放射特性（測定距離：100 mm） 
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図 4.5 超音波送波器（MA40S4S 村田製作所）の音響放射指向特性: 

(a) 38.0 kHzおよび 57.5 kHz  (b) 98.9 kHz. 
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4.2.2 反射波と直接波の S/N比 

 試作するセンサプローブによって、超音波ドップラ法による振動速度計測を実現

するためには、1/4インチマイクロホン(RION UC-29)と、超音波送波器（MA40S4S 村

田製作所）を用いて、直接波を除去できるマイクロホンと送波器の配置を考える必要

がある。そこで、図 4.6 に示すように、マイクロホンと構造物の音響放射面との距離

を 10 mm、図 4.5(b)より超音波送波器の発振周波数を 98.9 kHz、音響放射面への超音

波の入射角θ Trを 32.5 °と固定して、マイクロホンと送波器の垂直距離 dを変化させた

ときの反射波と直接波の S/N比について検討する。 

 

10 mm θ Tr 

d 

Vibrating structure 

Reflected wave 

Direct wave 

θ Td 

θ Md 

θ Mr 

 

図 4.6 1/4 インチマイクロホンと超音波送波器の配置 

 

まず、図 4.6 に示すｄを変化させたときの超音波送波器からマイクロホンへの直接

波の放射角θ Tdを計算する。一方、超音波送波器から構造物の音響放射面に対する放

射角 θ Trは、常に 32.5 °に保たれる。よって、図 4.5(b)に示した超音波送波器の音響放

射指向性から θ Trにおける放射音圧レベルと θ Tdにおける放射音圧レベルの差∆LTを

計算する。次に、送波器から構造物の音響放射面で反射し、マイクロホンに入射する

までの経路と、直接波の経路との差を求め、伝搬距離の差によって生じるレベル差∆LP

を求める。∆LPの計算には、あらかじめ計測しておいた図 4.7に示す 98.9 kHzの超音波

における距離減衰特性を用いた。また、超音波は反射面で完全反射すると仮定した。
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最後に、図 4.2に示した 1/4 インチマイクロホンの 98.9 kHzにおける音圧感度指向性

を用いて、直接波の入射角 θ Mdにおける音圧感度と反射波の入射角θ Mrにおける音圧

感度のレベル差∆LMを計算する。これら３つのレベル差（∆LT、∆LP、∆LM）を合計す

ることで、反射波と直接波のレベル差、すなわち、S/N 比が算出される。このとき、

超音波送波器およびマイクロホンは、それぞれ直径で、約 10 mm、約 8 mmの大きさ

の面を持つが、計算上は、面の中心における点放射および点受波の条件であると仮定

している。ｄを 0 mmから 30 mmまで変化させたとき計算結果を図 4.8に示す。 
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図 4.7 98.9 kHz連続正弦信号音の距離減衰特性 
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図 4.8に示した計算結果から、dが 0 mmから 30 mmまで変化しても、反射波と直

接波の S/N比は、10 dB以上確保できると考えられる。これにより、実際に使用する

1/4インチマイクロホン(RION UC-29)と、超音波送波器（MA40S4S 村田製作所）を

用いて、提案する計測方法により、空中超音波ドップラ効果を利用した振動計測が実

現できると考えられる。ここでは、超音波送波器を、マイクロホンによる音圧計測に

影響を与えない位置に設置することが前提となるため、マイクロホンと超音波送波器

の垂直距離dを10 mm以上に設定することとした。dを10 mmに設定した場合には、

約 15 dBのS/N比が確保できるものと考えられる。 

そこで、確認のために、図 4.6と同条件において、反射波と直接波の S/N比を実

験的に算出する試みを行った。実験では、まず、図 4.6の構造物の音響放射面（反射

面）がある条件において、dを 0 mmから 20 mmまで変化させたときに計測されたマ

イクロホンの音圧レベル Ld,rを計測した。したがって、Ld,rには、反射波と直接波の両

方が含まれていることになる。次に、反射面を取り除き、直接波のみがマイクロホン

に入射している条件として、dを 0 mmから 20 mmの間で変化させ、音圧レベル Ld

を計測する。これらの音圧レベルを用いて、次式によって反射波と直接波の S/N比を

算出した。 

 

d
LL LL drd −−⋅=∆ ]1010[log10 )10/()10/(

10
,,    (4.1) 

 

算出結果を図 4.9に示す。 
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図 4.9 98.9 kHzにおける反射波と直接波のレベル差（実験値） 
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実験結果からも、dが 0 mmから 20 mmまでの範囲では、反射波と直接波の S/N比

は、10 dB以上確保できることがわかる。dを 10 mmに設定した場合には、約 18 dB

の S/N比が確保できている。よって、マイクロホンによる音圧計測に影響を与えない

位置に超音波送波器を設置することを考慮し、図 4.6における垂直距離 dが 10 mmと

なるマイクロホンと超音波送波器の配置を最適配置とした。 

 

4.2.3 振動計測における計測可能な最小面積と空間分解能 

試作する空中超音波ドップラ振動計測を利用したセンサプローブでは、前に述べた

ように、ほぼ無指向性のマイクロホンと超音波送波器を使用している。したがって、

従来の空中超音波ドップラ振動計と比較して、空間分解能が低下する可能性がある。

すなわち、反射面が微小面積の場合には、超音波送波器から放射された超音波が反射

面で反射し、マイクロホンへ入射する反射波よりも、超音波送波器から直接的にマイ

クロホンへ入射する直接波が強くなり、振動計測ができなくなる可能性がある。そこ

で、反射面の面積と超音波の強度の関係を実験的に明らかにし、その結果から、計測

可能な最小面積および振動計測の空間分解能を検討する。 

実験では、まず、図 4.10 に示すように、凹凸のない円形の面を持つ構造物を反射

面とし、超音波送波器から 32.5 °方向にある反射面の中心位置に向けて 98.9 kHz連続

正弦波を放射する。そのときのマイクロホンからの出力電圧の実効値を計測し、これ

を、マイクロホンに入射する反射波と直接波を合わせた超音波の強度とした。次に、

円形の反射面の直径を 3 mmから 1 mm刻みで 20 mmまで変化させ、同様の計測を行

った。反射面の直径と超音波の強度（マイクロホン出力電圧実効値）との関係を図

4.11に示す。実験結果から、反射面の直径が 5 mm以下のときには、超音波の強度に

大きな変化は見られない。これらの大きさの反射面では、反射波よりも直接波が強い

か、あるいは同等の強度であると考えられる。一方、反射面の直径が 6 mm以上にな

ると急激に強度が増加する。直径が 5 mmでは、約 40 mVの超音波の強度であるのに

対して 6 mmでは、約 80 mVの超音波の強度があり、2倍（6 dB）程度の反射波と直

接波の S/N比が確保できている。また、11 mm以上では、5 mmのときの 6倍（S/N：

15 dB）の強度になり、ほぼ一定の強度となっている。これらの結果から、試作する

計測システムでは、凹凸のない平坦な構造物を計測対象とした場合、直径が 6 mm以

上あれば、振動計測が可能であり、直径が約 10 mmの範囲の平均的な振動速度を計
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測していると考えられる。すなわち、計測可能な最小面積は 6 mmφ、振動計測の空間

分解能は 10 mmφであった。これは、従来のシステム[2]の空間分解能 12 mmφと比較し

て、同等の性能である。 
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図 4.10 空中超音波ドップラ振動計測における計測可能な最小面積および空間分解能

計測実験 
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図 4.11 凹凸のない円形の反射面を持つ構造物の直径と超音波強度の関係 
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また、提案する計測システムでは、構造物の振動面の面外方向の振動速度を計測す

ることを目的としているが、構造物が振動することにより、図 4.12に示すような反射

面の面内方向に大きな変位が生じることがある。反射面の面積が分解能以下である場

合には、面内方向の変位によって反射面積が減少し、反射波よりも、直接波が強くな

り、振動計測ができなくなる可能性がある。そこで、反射面の面内方向の位置と超音

波の強度の関係を実験的に明らかにし、面内方向変位における計測可能範囲を検討し

た。 

実験では、まず、図 4.12に示すように計測可能な最小面積と考えられた 6 mmφの凹

凸のない円形反射面を計測対象とし、超音波送波器から 32.5 °方向にある反射面の中

心位置に向けて 98.9 kHz連続正弦波を放射する。そのときのマイクロホンに入射する

反射波と直接波を合わせた超音波の強度(マイクロホンからの出力電圧実効値)を計測

した。次に、反射面を中心位置から面内方向に 10 µm刻みで移動させ、同様の計測を

行った。図 4.13は、反射面の中心位置からの面内方向移動距離と、そのときの超音波

の強度を示している。実験結果から、反射面の中心部分(0 mm)で最大の反射強度が得

られ、反射面が面内方向に移動するにしたがって 0.5 mmまでは、急激に減少している

ことがわかる。一方、面内方向に 0.5 mm以上移動した場合には、ほぼ一定の強度とな

っている。これは、反射波よりも直接波が強いか、あるいは同等となり、振動計測が

不可能になることを示している。また、面内方向移動距離が 0.5 mmのときの超音波強

度が 0.06 Vに対して、2倍（6 dB）程度の反射波と直接波の S/N比が確保できる移動

距離は、0.25 mm（超音波強度：0.12 V）である。よって、計測可能な最小反射面（6 mmφ）

では、反射面の面内方向の変位が±0.25 mm以下である必要があると考えられる。 
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Ultrasonic  
transmitter 

Reflector 
（6 mmφ）  

図 4.12 反射面（6 mmφ）の面内方向変位による超音波強度の計測実験 
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図 4.13 反射面（6 mmφ）の中心位置からの面内方向移動距離と超音波強度の関係 
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4.3 センサプローブの計測性能 

前節では空中超音波ドップラを利用したシステムにおける振動速度計測を可能にす

るために、直接波を除去できる超音波送波器の選択およびマイクロホンとの配置につ

いて述べた。ここでは、その結果をもとに試作したシステムによって、振動速度計測

が可能か否かを実験的に検討した。その上で、計測可能な振動速度振幅および周波数

範囲を確認した。 

 

4.3.1 空中超音波ドップラによる振動速度計測 

 図 4.14に示すように、凹凸のない円形の反射面を持つ標準加速度ピックアップの受

感面（14 mmφのステンレス）を計測対象とした。受感面からマイクロホンまでの垂直

距離を 10 mm、マイクロホンから超音波送波器までの垂直距離も 10 mmとし、受感面

の中心位置に向けて、超音波送波器から 98.9 kHz連続正弦波を放射する。そのときの

超音波の入射角は 32.5 °である。次に、加振器を用いて、標準加速度ピックアップの

受感面が加速度実効値で 5 m/s2(5 mm/s)の 159.2 Hz正弦振動となるように加振した。 
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accelerometer 

O 03

Electromagnetic
shaker 

1/4 in. 
microphone 
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(Sinusoidal signal) 

Ultrasonic transmitter 
(10 mmφ) 

Output (98.9 kHz) 
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10 mm 

ADC 

ADC 

PC 

 
図 4.14 提案した計測システムによる振動速度計測実験 
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まず、標準加速度ピックアップからの出力波形を図 4.15に示す。標準加速度ピック

アップの受感面が正弦振動していることがわかる。次に、マイクロホンで検出した音

圧出力波形を図 4.16に示す。音圧波形では、キャリア周波数である 98.9 kHzの正弦信

号が加振周波数である 159.2 Hzで揺らいでいることが確認できる。また、加速度波形

に対して逆位相で変化しており、受感面から放射された音圧の変化を捕らえている。

この音圧波形の超音波領域のスペクトルを図 4.17に、標準ピックアップの加振を停止

したときのスペクトルを図 4.18に示す。これらのスペクトルを比較すると標準加速度

センサを加振した場合（図 4.17）には、停止時（図 4.18）の超音波ドップラのキャリ

ア周波数より周波数帯域が広がり、振動面の振動速度によってドップラシフトを受け

ていることが確認できる。 
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2

0 5 10 15 20 25
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図 4.15 標準加速度ピックアップからの出力信号の時刻暦 
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図 4.16 1/4インチマイクロホンからの出力信号の時刻暦 
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図 4.17 1/4インチマイクロホンからの出力信号の超音波領域のスペクトル（加振時） 
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図 4.18 1/4インチマイクロホンからの出力信号の超音波領域のスペクトル（停止時） 

 

そこで、マイクロホンからの音圧出力波形に対して、80 kHzから 120 kHzまでのバ

ンドパスフィルタ（ゼロ位相デジタルフィルタ[6]）処理を施した後に、図 4.19にしめ

す tan-1方式によるデジタル信号処理[7]を利用した FM復調を試みた。このとき、マイ

クロホンから出力されたアナログ信号は、サンプリング周波数が 2 MHz、分解能が 14 

Bitでデジタル変換されている。図 4.20に FM復調後の波形を示す。また、図 4.21は、

マイクロホンからの音圧出力波形に対して、カットオフ周波数が 20kHz のローパスフ

ィルタにより超音波成分を除去した可聴域の音圧波形、すなわち、標準加速度ピック

アップの受感面から放射された音の音圧波形である。図 4.20の FM復調した波形は、

図 4.15に示した標準加速度ピックアップからの出力よりも約 90°の遅れがあり、それ

とは逆に、図 4.21の可聴域の音圧波形よりも約 90°進んでいることがわかる。これら



 
第４章 空中超音波ドップラ法利用非接触センサプローブ   
──────────────────────────────────────── 

 79 

の結果から、図 4.20に示した FM復調後の波形は、標準加速度ピックアップの受感面

の振動速度波形であると判断できる。したがって、試作した計測システムによって振

動速度計測が可能であると考えられる。 

 

 

Input signal 
 

tan-1 
table 

± π 

Z-1 

Delay 

Hilbert 
transfer 

－ 

＋ 

FM demodulate 
output signal φ 

Current phase angle 

 

図 4.19 tan-1方式による FM復調方法 
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図 4.20 1/4インチマイクロホンからの出力信号を FM復調した時刻暦 
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図 4.21 1/4インチマイクロホンからの出力信号の可聴域（20kHz以下）の時刻暦 
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4.3.2 振動速度計測精度 

前述のように、試作した計測システムによって振動速度計測が可能であることが確

認された。そこで、図 4.22に示す実験系を用いて、試作システムにおける計測可能な

振動速度振幅および周波数範囲について検討した。実験では、動電型加振器の凹凸の

ない円形の振動面（14 mmφのステンレス）を計測対象とした。まず、加振器の振動面

は、125 Hzからオクターブ間隔に 16 kHzまでの正弦信号で励振される。振動速度振幅

の範囲は加振器の性能で決定され、125 Hzから 1 kHzまでは 100 µm/sから 10 mm/s、2 

kHzから 16 kHzまでは 100 µm/sから 5.6 mm/sであった。次に、レーザドップラ振動

計(LDV)を用いて、加振器の振動面中心における振動速度を計測する。同時に、試作

システムの超音波ドップラ振動計測手法により、加振器の振動面の振動速度を計測す

る。このとき、レーザドップラ振動計で計測された振動速度波形を基準として、試作

システムによって計測される振動速度波形との周波数応答を算出した。 

 

 

Vibrating table 
(14 mmφ) 

Electromagnetic
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PC 
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図 4.22 試作システムにおける計測精度の検証実験 
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図 4.23は、加振器の振動面が 1 kHzの周波数で正弦振動しているときのレーザドッ

プラ振動計および試作システムによって計測された振動速度のスペクトルを示したも

のである。振動速度振幅は実効値で 10 mm/sである。1 kHzの正弦振動においては、

レーザドップラ振動計および試作システムで計測した値は等しく、試作システムによ

って加振器の振動面の振動速度振幅を正確に計測できている。ここで、1 kHz 以外の

周波数成分は計測システムの残留ノイズを示している。100 Hzから 300 Hzまでの周波

数範囲では、レーザドップラ振動計および試作システムの残留ノイズは、ほぼ同じ大

きさ(20 µm/s以下)であり、この範囲における両者の振動速度計測性能は、同等である

と考えられる。しかし、300 Hz以上の周波数では、試作システムの残留ノイズが徐々

に大きくなり、1 kHz付近では、レーザドップラ振動計の残留ノイズと比べて約 30倍

（30 dB）、2 kHzから 10 kHzの間では、約 100倍（40 dB）程度大きいことがわかる。

これらの残留ノイズの大きさが試作システムの計測可能な振動速度振幅の下限を決定

する要因となる。 
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図 4.23 振動速度振幅 10 mm/s（実効値）、1 kHzの正弦振動の計測結果 

 

そこで、試作システムにおける計測可能な振動速度振幅の下限値を明らかにするために、

レーザドップラ振動計によって計測された値と、試作システムによって計測された値の

関係を周波数別に図 4.24から図 2.27に示した。それぞれの図の横軸はレーザドップラ

振動計によって計測された値であり、縦軸は試作システムによって計測された値である。

図 4.24および図 4.25より、125 Hzから 500 Hzの周波数範囲において 100 µm/sから 10 

LDV 

試作システム 
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mm/sまでの計測値の関係は、1対 1の直線上にあり、直線性が保たれている。一方、1 kHz

においては、200 µm/s以下で直線性が失われている。図 4.26に示す 2 kHzと 4 kHzにお

いて、400 µm/s以下で直線性が失われ、図 4.27の 8 kHzと 16 kHzでは、直線性は見ら

れない。これらの結果より、試作システムにおける計測可能な振動速度振幅の下限値は、

125 Hzから 500 Hzの周波数範囲において 100 µm/s、1 kHzでは、200 µm/s、2 kHzから 4 

kHzでは、400 µm/sであると判断できる。8 kHz以上の周波数では、正確な振動速度振

幅の計測は難しいと考えられる。 
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Velocity by LDV (mm/s) 
図 4.24 レーザドップラ振動計と試作システムの振動速度振幅計測値の関係 
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Velocity by LDV (mm/s) 
図 4.25 レーザドップラ振動計と試作システムの振動速度振幅計測値の関係 
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Velocity by LDV (mm/s) 
図 4.26 レーザドップラ振動計と試作システムの振動速度振幅計測値の関係 
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Velocity by LDV (mm/s) 
図 4.27 レーザドップラ振動計と試作システムの振動速度振幅計測値の関係 
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また、図 4.28(a)に示す周波数応答の振幅では、125 Hzから 2 kHzおよび 16 kHzの周波

数においては、試作システムにより計測した振動速度振幅とレーザドップラ振動計より

計測した振動速度振幅との間に差は見られない。一方、4 kHzと 8 kHzで-2 dBの差が見

られる。図 4.28(b)に示す位相差においては、125 Hz から 4 kHzまではマイクロホンと

加振器の振動面の間隔による位相遅れ（図中の実線）とよく一致している。しかし、8 kHz

以上では、大きな位相遅れが生じている。位相計測の面からも、試作したシステムでは、

4 kHz以下の周波数範囲の計測に限定されると考えられる。 
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(b) 
図 4.28 レーザドップラ振動計と試作システムとの周波数応答 
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4.3.3 音響インテンシティ計測精度 

前述のように試作した計測システムによって正確に計測できる振動速度振幅と周波

数の範囲が明らかになった。そこで、試作システムの利点を生かし、接触型の振動ピ

ックアップを用いたシステムでは計測不可能な低剛性の薄板を計測対象として、音響

インテンシティ I
r

(W/m2)の計測精度を検討するための実験を行った。計測対象は、200 

mm×200 mmの大きさで厚さが 0.5 mmのアルミニウム平板とした。平板の加振位置、

計測位置および支持方法を図 4.29に示す。まず、導電型加振器を用いて平板を面外方

向に加振する。周波数は、200 Hzとして連続正弦加振を行った場合に、図 4.30に示す

砂図のような逆ω型の振動モードが発生している。次に、この状態で、図 4.29に示

すように加振点から 70 mmの横断方向において、10 mm間隔で 20点における音響イ

ンテンシティ I
r

(W/m2)の計測を行った。図 4.31に示す計測系を用いてレーザドップ

ラ振動計と試作システムを用いた同時計測を行った。また、後に、2マイクロホン音

響インテンシティ法[7]により、平板からの距離 20 mmにおける面外方向の音響インテ

ンシティ I
r

(W/m2)も計測した。 
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図 4.29 アルミニウム平板（200 mm×200 mm×0.5 mm）の加振実験系 



 
第４章 空中超音波ドップラ法利用非接触センサプローブ   
──────────────────────────────────────── 

 86 

 

 
 

図 4.30 200 Hz正弦加振される平板の振動モード（砂図） 
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図 4.31 平板から放射される音響インテンシティの計測系 
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音響インテンシティ計測結果を図 4.32に示す。図では、音響インテンシティレベル

(dB)を表示している。基準値は 10-12 W/m2である。○印は、レーザドップラ振動計で

計測した振動速度と音圧から算出した値、●印は、試作システムで計測した振動速度

と音圧から算出したによる値、△印は、2 マイクロホン音響インテンシティ法による

計測値を示している。正の音響インテンシティレベルは、平板の表面から音響エネル

ギーが外向きに放出されている部分(source)を示し、（－）で表される負の音響インテ

ンシティレベル[9]は、逆に音響エネルギーが流れ込んでいる部分(sink)を示している。

これらの結果から、0 mmから 30 mmの間と 90 mmから 160 mmの間では、正の音響

インテンシティレベルが計測されており、音響エネルギーが平板の表面から外向きに

放出されている sourceであることがわかる。一方、30 mmから 90 mmの間と 160 mm

から 200 mmの間では、負の音響インテンシティレベルが計測されており、音響エネ

ルギーが平板の表面に流れ込む sinkになっていることがわかる。これらの現象は、図

4.30に示した振動モードの節(node)を境として生じていることがわかる。また、レーザ

ドップラ振動計による計測値（○印）、試作システムによる計測値（●印）および従来

の 2マイクロホン法（△印）による計測値ともに同じ傾向にあり、試作システムによ

って、モード振動する平板からの音の放射を正確に計測できていることがわかる。 

次に、レーザドップラ振動計による計測値と試作システムによる計測値の関係を図

4.33に示す。両者の標準誤差[10]は、2.2 dBであった。ここで、両者の計測結果に差が

生じた要因について考える。レーザドップラ振動計では、微小範囲（カタログデータ

では直径 0.1 mm以下）の振動速度を計測しているのに対して、試作システムでは、直

径 10 mmの範囲の平均振動速度を計測している（4.2.3「振動計測における計測可能な

最小面積と空間分解能」参照）。したがって両者の振動速度計測における空間分解能に

は、大きな差がある。この空間分解能の差により、レーザドップラ振動計による計測

値と試作システムによる計測値に差が生じたものと考えられる。 



 
第４章 空中超音波ドップラ法利用非接触センサプローブ   
──────────────────────────────────────── 

 88 

 

 

-100

-80

-60

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200
Position (mm)

60

80

100

 
図 4.32 平板から放射される音の音響インテンシティ計測結果 

○：レーザドップラ振動計による計測値 ●：試作システムによる計測値 

△： 2マイクロホン音響インテンシティ法による計測値 
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図 4.33  レーザドップラ振動計による計測値と試作システムによる計測値の関係 
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4.4 第 4章のまとめ 

本研究では、表面音響インテンシティ法による計測の実用化を図るために、音響放

射面近傍の可聴音の音圧計測と、空中超音波ドップラを利用した振動計測を、一つの

広帯域マイクロホンおよび信号処理系によって実現し、音響インテンシティを算出す

る計測方法およびセンサプローブを提案している。本章では、提案した空中超音波ド

ップラセンサプローブにおける計測上の課題を解決するために、実験的検討を行い、

以下の成果を得た。 

 

（１） 超音波ドップラによる音響放射面の振動速度計測のキャリア周波数を 1/4イン

チマイクロホンの計測可能周波数範囲と超音波放射器の放射指向特性から決

定し、98.9 kHzとした。 

 

（２） 1/4インチマイクロホンおよび超音波放射器のキャリア周波数（98.9 kHz）にお

ける指向特性をもとに、送波器から直接的にマイクロホンに入射する直接波を

排除するセンサ配置を見出し、反射波と直接波の間に最大で 18 dBの S/Nが確

保できることを確認した。 

 

（３） 振動速度計測における計測可能最小面積は、6 mmφ、空間分解能は 10 mmφで

あり、従来の超音波ドップラ振動計と同等の性能であることを確認した。また、

最小計測面積（6 mmφ）では、振動による面内方向の変位が±0.25 mm以下であ

れば計測可能なことが明らかになった。 

 

（４） 試作システムにおける計測可能な振動速度振幅の下限値は、125 Hzから 500 Hz

の周波数範囲において 100 µm/s、1 kHzでは、200 µm/s、2 kHzから 4 kHzでは、

400 µm/sであり、125 Hzから 4 kHzまでの周波数範囲において、位相も含めて

正確な振動速度計測が可能なことを確認した。 

 

（５） 試作システムでは、従来のレーザドップラ振動計を用いた計測と比較して、約

2 dBの計測精度で音響インテンシティを計測できることを確認した。 
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（６） デジタル信号処理技術により、フィルタ処理、FM復調および音響インテンシ

ティを算出するクロススペクトル演算を 1台の計算機で行い、計測システムを

簡略化した。 
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第５章  自己遅延ヘテロダインレーザドップラ法利用非接触センサプローブ 
 
5.1 はじめに 

第１章において述べたように、これまでの表面音響インテンシティ法による音響イ

ンテンシティ (W/m2)計測では、計測原理に起因した問題によって生じる時間的・経済

的コストの増大により、光学的非接触振動計測の利点を生かすことができないまま、

実用化には至っていないのが現状である。そこで、本研究では、光軸上に奥行き分解

能を持つことで、一つの光学系により、多点の振動速度計測が可能な自己遅延ヘテロ

ダインレーザドップラ振動計測手法[1]を利用して、音響放射面の振動速度計測と近傍

の音圧計測を実現し、音響インテンシティを算出する計測方法およびセンサプローブ

を提案した。本章では、第 2章で述べた自己遅延ヘテロダインレーザドップラセンサ

プローブを用いた計測における問題点を解決する手段について述べる。また、計測可

能な振動速度振幅と周波数の範囲および音響インテンシティの計測精度について実験

的に検討した。 

 

5.2 自己遅延ヘテロダインレーザドップラによる振動速度計測 

第 2章で述べたように自己遅延ヘテロダインレーザドップラ振動計測法を利用した

計測システムでは、一つの光学系により、音響放射面の振動速度ur (t) (m/s)と可聴域の

音圧 p(t) (Pa)の計測を可能にすることを目的としている。ここでは、提案した計測シス

テムにおいて、光学系および信号処理系の設計について、実験的に検討した。その上

で、計測可能な振動速度振幅を確認した。 

 

5.2.1 振動速度計測に用いる光学系 

 提案した計測システムでは、第 2章で述べたように参照光と複数の反射光との光路

差によって生じるビート信号を検出することにより、多点での振動速度を計測する。

このとき、ビート信号の周波数は、半導体レーザの注入電流と発振波長の関係に線形

性があると仮定して、第 2章の 2.16式によって算出される。すなわち、音響放射面か

らの反射光と参照光との光路差 d∆ (m)のほかに、半導体レーザへの注入電流(鋸波)の

変調周波数 mf (Hz)、変調振幅∆ i(A)、注入電流による発振周波数の変化率β (Hz/A)に依

存してビート信号の周波数が変化することになる。したがって、光学系を小型化する
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ための設計段階においては、 d∆ 以外の変数を確定する必要が生じる。それにはまず、

半導体レーザの注入電流と発振波長の関係において、局所的であっても、線形性を持

つ部分を確認する必要がある。あるいは、そのような半導体レーザを見出す必要があ

る。そこで、図 5.1 に示す計測系を用いて半導体レーザに注入する電流と発振波長の

関係を計測した。作動温度は 25.0 ℃として、注入電流を 1 mA間隔で静的に変化させ

た時のピーク波長を光スペクトルアナライザで検出した。計測結果を図 5.2 および図

5.3に示す。計測に用いた半導体レーザは、計測器および医療機器などの用途を目的と

して作られた表 5.1に示す仕様の 2種類である。TOLD9140では、注入電流を 42 mA

から 85 mAまで変化させた。一方、 SLD201V-3では、110 mAから 190 mAまで変化

させた。図 5.2および図 5.3より、注入電流の変化によってモードホップ[2]が生じてい

るが、それぞれの結果には、局所的に直線性が見られる。その部分を拡大して図 5.4

に示す。これらの結果から、TOLD9140では、注入電流の鋸波変調振幅∆iを 46 mAか

ら 56 mAまでの 10 mAとすることができると考えられる。同様に、SLD201V-3では、

132 mAから 153 mAまでの 21 mA変調振幅∆iを確保できると考えられる。図 5.4の

回帰直線の傾きから各半導体レーザの注入電流による発振波長の変化率α (m/A)およ

び発振周波数の変化率β (Hz/A) を算出し表 5.2に示す。これらの定数をもとに第 2章

の 2.16式より、任意の d∆ （反射光と参照光との光路差）および mf （注入電流の変調

周波数）における Bf （ビート信号の周波数）を算出することができ、光学系の小型化

および信号処理系に対して最適な光学系の設計を行うことができる。 
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図 5.1 半導体レーザの発振波長計測系 
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表 5.1 半導体レーザの仕様 
型式 発振波長 定格光出力 作動電流 作動温度 

TOLD9140（東芝） 690 nm 20 mW 63.3 mA 25 ℃ 
SLD201V-3（SONY） 787 nm 40 mW 129 mA 25 ℃ 
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図 5.2 半導体レーザの注入電流と発振波長の関係（TOLD9140） 
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図 5.3 半導体レーザの注入電流と発振波長の関係（SLD201V-3） 



 
第５章 自己遅延ヘテロダインレーザドップラ法利用非接触センサプローブ  
──────────────────────────────────────── 

 97 

688.70

688.75

688.80

688.85

688.90

45 50 55 60
Injection current (mA)

y = 5.727E-3*x + 6.885E+2
R^2 = 9.587E-1

 

(a) TOLD9140（東芝） 

788.2

788.3

788.4

788.5

788.6

130 135 140 145 150 155
Injection current (mA)

y = 1.012E-2*x + 7.869E+2
R^2 = 9.90E-1

 

(b) SLD201V-3 SONY  
図 5.4 半導体レーザの注入電流と発振波長の直線性 

 

 

表 5.2 半導体レーザの発振特性 

 LD type i∆ (mA) α (nm/mA) β (GHz/mA) 

(a) TOLD9140 10 5.7×10-3 3.62 

(b) SLD201V-3 21 1.0×10-2 4.88 

 

 

次に、図 5.5に示す光学系を用いて、自己遅延ヘテロダイン法[3]による参照光と振動

面からの反射光の干渉で生じるビート信号の検出を試みた。振動面は加振器に取り付

けた標準加速度ピックアップの受感面(14 mmφ)とした。半導体レーザには、図 5.4 (a)

および表 5.1に示した TOLD9140を使用した。半導体レーザへの注入電流の鋸型変調

振幅∆ i は、図 5.6に示すように 47.0 mA から 54.2 mAまでの 7.2 mA、変調周波数 mf
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は、10 kHzとした。また、ビームスプリッタから参照ミラーまでの距離を 130 mm、

振動面までの距離を 90 mmとして、光路差 d∆ を 80 mmとした。したがって、表 5.2

に示した発振周波数の変化率β（3.62 GHz/mA）を用いて第 2章の 2.16式より、ビー

ト信号の周波数 f Bは、69.55 kHzと計算された。 

図 5.7 は、加振器の静止時におけるフォトダイオードの出力電圧を示している。フ

ォトダイオードの出力電圧には、図 5.6 に示した半導体レーザへの注入電流と同期し

た鋸波にビート信号が加算されていることが確認できる。また、振動面が静止してい

るために、ビート信号の周期には、ほとんど変化が見られない。計測されたビート信

号の周波数は、71.0 kHzであり、計算値とは、1.45 kHz、約 2.1 %の差が生じた。これ

は、半導体レーザの注入電流と発振周波数の静的な変化率βと、計測における動的な

変化率に差がある[4]ことによるものと考えられる。また、光路差 d∆ で考えると 1.6 mm

の誤差が生じた場合の差に相当する。したがって、試作した計測システムは、ほぼ設

計にもとづいた性能が得られたと考えられる。 
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図 5.5 自己遅延ヘテロダイン法を用いた振動速度計測系 
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図 5.6 半導体レーザへの注入電流の時間変化 
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図 5.7 加振器の静止時における PDの出力電圧の時間変化 

 

 

5.2.2 振動速度計測における計測精度 

 図 5.5 に示した振動速度計測系において、導電型加振器を用いることにより、標準

加速度ピックアップの受感面を 159.2 Hzで連続正弦振動させた。振動振幅は、標準加

速度ピックアップの出力の読み値において 30 m/s2（実効値）とした。振動速度に換算

すると 30 mm/sとなる。図 5.8は、連続加振時のフォトダイオードの出力電圧を示し

ている。振動面の振動速度の変化に伴って、ビート信号の周期が長くなる変化が確認

できる。すなわち、ドップラ効果によりビート信号の周波数が変化しているものと考

えられる。そこで、フォトダイオードの出力電圧を前章で用いた tan-1方式（第 4章の
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図 4.19）によるデジタル信号処理を利用し、FM 復調した。このとき、フォトダイオ

ードから出力されたアナログ信号は、サンプリング周波数が 2 MHz、分解能が 14 Bit

でデジタル変換されている。FM復調された振動速度波形を 10 kHzのローパスフィル

タによって処理し、10 kHzにダウンサンプリングしたものを図 5.9に示す。図 5.9よ

り、標準加速度ピックアップの受感面における 159.2 Hzの連続正弦振動を計測できて

いることがわかる。また、振動速度振幅は、実効値で 30.9 mm/sとなり、標準加速度

ピックアップからの加速度実効値から換算した値とほぼ等しい結果となった。 

一方、図 5.10は加振器を停止させたときのビート信号を図 5.9と同様の方法で FM

復調したものであり、計測システムの残留ノイズを示していると考えることができる。

これらの残留ノイズの最大振幅は、約 5 µm/sp-pであった。これにより、試作した計測

システムでは、一般的なレーザドップラ振動計における計測下限値と同様の振動速度

計測性能が得られていると考えられる。 
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図 5.8 連続加振時のフォトダイオードの電圧出力波形 

 

 

 

-50

-25

0

25

50

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
Time (ms)  

図 5.9 FM復調後の振動速度波形 

 

 

-10

-5

0

5

10

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
Time (ms)  

図 5.10 試作システムの残留ノイズ 
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5.3 音圧計測方法と光軸上の奥行き分解能の検討 

提案する計測システムでは、自己遅延ヘテロダインレーザドップラ振動計測におけ

る複数点での振動速度を同時に計測できる利点を生かし、一つの光学系により、音響

放射面の振動速度ur (t) (m/s)と可聴域の音圧 p(t) (Pa)の計測を可能にすることを目的と

している。そのために、第 2章で述べたように音響放射面の振動速度 1ur (m/s)と、近傍

に置かれた振動膜の振動速度 2ur (m/s)を同時計測し、振動膜の振動速度 2ur (m/s)から音

圧 p (Pa)を算出することを考えた。ここでは、試作した計測システムによる音圧計測

方法について実験的に検討した。その上で、光軸上の奥行き分解能を考慮した計測シ

ステムの光学系の設計方法について検討した。 

 

5.3.1 薄膜の光学的振動速度計測による音圧算出方法 

 振動膜の振動速度を音圧に換算するためには、まず、両者の関係を見出す必要があ

る。まず、図 5.11に示すように、1/2インチマイクロホンに対して、100 Hzから 10 kHz

までの周波数範囲において、74 dB (0.1 Pa rms)のランダムノイズを放射する。そのとき

の膜面中心における振動速度をレーザドップラ振動計によって計測する。計測は、無

響室内において行った。1/2インチマイクロホンの音圧出力と膜面中心での振動速度の

周波数応答を図 5.12に示す。 

 

 

1/2 in. microphone

Random 
noise 

LDV

FFT 
analyzer 

Loudspeaker 

 

図 5.11 マイクロホン膜面の振動速度と音圧の計測系 



 
第５章 自己遅延ヘテロダインレーザドップラ法利用非接触センサプローブ  
──────────────────────────────────────── 

 103 

図 5.12(a)に示した両者の振幅の関係は、-6 dB/Oct.に近い応答を示しており、振動速

度と振動変位の関係に近い。一方、図 5.12(b)に示した位相差においては、100 Hzから

3 kHzの間で、振動速度が音圧よりも約 90 °進んだ応答を示しており、位相においても

振動速度と振動変位の関係が見られる。ただし、3 kHz以上の周波数では、90 °の位相

差から外れてしまう。また、図 5.13に示す 1インチマイクロホンの計測結果では、振

幅の関係においては、-6 dB/Oct.に近い応答を示しており、振動速度と振動変位の関係

にあるが、位相差においては、その関係が見られない。しかし、このようなマイクロ

ホン膜面の振動速度と音圧との振幅特性および位相特性を補正することにより、提案

する計測システムによって、音響放射面近傍の音圧を計測することが可能であると考

えられる。 

次に、マイクロホン膜面の速度計測による音圧感度を図 5.12(a)および図 5.13(a)から

算出し、表 5.3に示す。1インチマイクロホンにおいて、膜面の速度計測による音圧感

度は、図 5.13より、1 kHzで 1.266 Pa/mm⋅s-1 (0.790 mm･s-1/Pa）であった。すなわち、1 

kHzで 1 mm/sの振動速度が計測されたとき 96.0 dB (0 dB = 2×10-5 Pa)となる。したがっ

て、本システムの残留ノイズ（最小計測限界で 5 µm/s p-p = 1.7678 µm/srms）では、40.9 dB

（2.238×10-3 Parms）となり、これが最小計測音圧となる。1インチマイクロホン自体の

音圧計測可能範囲は 20 dBから 120 dBであり、最小計測音圧 20 dBを計測するには、

さらに残留ノイズの除去が必要となる。また、最大音圧 120 dB (20 Pa)では、1.58 mm/s

（0.790 mm･s-1/Pa×20 Pa）を計測する必要がある。図 5.5に示した試作システムでは、

第 2章の 2.16式より、2.906 kHz/mm s-1となり、4.591 kHz（2.906 kHz/mm s-1×1.58 mm/s ）

のドップラシフトを検出する必要がある。 

一方、1/2インチマイクロホンでの音圧感度は、図5.12より、1 kHzで6.192 Pa/ mm⋅s-1、

109.8 dB (0.162 mm･s-1/Pa）であった。したがって、本システムの残留ノイズでは、54.7 

dB（0.0109 Parms）となる。最大音圧 140 dB (200 Pa)では、32.4 mm/s（0.162 mm･s-1/Pa×200 

Pa）を計測する必要があり、94.1544 kHz（2.906 kHz/mm s-1×32.4 mm/s ）のドップラシ

フトを検出する必要がある。これらの音圧計測における感度とドップラシフト量の関

係をもとに、反射面と振動面との光路差などを検討することによって、振動速度およ

び音圧計測範囲に適した光学系の設計が行える。 
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表 5.3 1kHzにおけるマイクロホン膜面の振動速度に対する音圧感度 

 

マイクロホンタイプ 音圧感度 
(Pa/mm⋅s-1) 

最小計測値 
(dB) 

最大音圧における 
振動速度(mm/s) 

1インチ 1.266 40.9  1.58 (120 dB) 

1/2インチ 6.192 54.7 32.4 (140 dB) 
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(b) 
図 5.12 1/2インチマイクロホンの音圧出力 p (Pa)と振動速度ur (m/s)の周波数応答 

(a)：振幅特性 (b)：位相特性 
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(b) 
図 5.13 1インチマイクロホンの音圧出力 p (Pa)と振動速度ur (m/s)の周波数応答 

(a)：振幅特性 (b)：位相特性 
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5.3.2 計測システムにおける光軸上の奥行き分解能の検討 

試作した計測システムでは、サンプリング周波数が 2 MHzのAD変換器を用いてい

るため、サンプリング定理より、ビート周波数を 1 MHz以下にする必要がある。また、

前述のように、最大のドップラシフト量は、計測しようとする振動速度の最大振幅に

よって決定される。したがって、第 2章の図 2.7に示す光学系において、音響放射面

と薄膜の振動速度を同時計測する場合に、それぞれの反射光と参照光の光路差を調整

し、２つのビート信号を分離して FM復調が行えるようにビート周波数を決定する必

要がある。そこで、試作システムにおける計測対象の振動速度および音圧の振幅範囲

に合わせた光学系の設計方法について検討する。ここで、試作システムにおいて 1イ

ンチマイクロホンの膜面を使用して音圧を計測し、同時に、音響放射面の振動速度を

計測する場合の定数を表 5.4に整理する。 

 

表 5.4  1インチマイクロホン膜面使用時の試作システムにおける各定数 

 
光路差 1 mあたりの 
ビート周波数 

869.4 kHz/m 

1 m/s当たりの 
ドップラシフト量 

2.906 MHz/m s-1 

計測可能な最小振動速度 5 µm/s p-p 

計測可能な最小音圧 2.238×10-3 Parms (40.9 dB) 

最大音圧 20 Pa (120 dB) 
における振動速度 

1.58 mm/s  

 

まず、第 2章の図 2.7の音響放射面の振動速度を、fmax (Hz)までの周波数範囲で、最

大振幅umax (m/s)まで計測することを考える。このとき、FM変調されたビート信号の

サイドバンド幅 fSB (Hz)は、1 m/s当たりのドップラシフト量を fdとして、次式で表さ

れる。 

fSB = fmax + umax × fd    (5.1) 
 

たとえば、音響放射面の計測上限振動速度を 10 mm/s、上限周波数を 10 kHzとすれば、
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サイドバンド幅 fSBは、39.06 kHz (10 kHz + 0.01 m/s ×2.906 MHz/m s-1)となる。 

一方、最大音圧 20 Pa (120 dB)まで計測する場合、1インチマイクロホンの膜面で、1.58 

mm/sの振動速度となるため、上限周波数を 10 kHzとすれば、14.591 kHz (10 kHz + 

1.58×10-3 m/s ×2.906 MHz/m s-1)のサイドバンド幅となる。したがって、ビート信号の周

波数は、両者の合計の 53.651 kHz以上離しておく必要がある。これを光路差 1 mあた

りのビート周波数の変化率 869.4 kHz/m をつかって、光路差に換算すると 61.7 

mm(53.651 kHz / 869.4 kHz/m)となる。よって、音響放射面と膜面の間隔は、光路差 1/2

である 30.085 mm以上が必要となる。また、より大きな音響放射面の振動速度ur (m/s)

および音圧 p (Pa)を計測する場合には、それ以上の間隔を必要とする。 

ここで、第 2章で述べたように、表面音響インテンシティ法による音響インテンシ

ティ I
r (W/m2)の計測において、音響放射面の振動速度とur (m/s)と音圧 p (Pa)を計測す

る位置が異なるために生じる位相補償について考える。試作システムでは、音響放射

面と薄膜面の間隔により、位相補償を行うことになる。その間隔が、最大振動速度お

よび音圧の計測条件に左右されることにより、計測誤差を生じさせる原因となる。そ

こで図 5.14に示すように、光学系に光ファイバケーブルを用いて、その長さあるいは

ビームスプリッタの位置を変化させることで光路差を任意に設定できるシステムを提

案する。これにより、様々な計測条件に対応できる光学系の設計が行えると考える。 

 

FM 
demodulator 

LD 

A-D converter PD 

Signal 
Generator 

Membrane 
(Microphone) 

Intensity 
calculator 

Optical fiber 

Object lens Beam splitter 

Vibrating structure 

Reference mirror 

 

図 5.14 光ファイバケーブルを用いた計測システム 
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5.4 音響インテンシティ計測精度 

前述のように試作した計測システムによって正確に計測できる振動速度振幅と周波

数の範囲が明らかになった。また、光学系に光ファイバケーブルを用いて、光路差を

任意に設定できるシステムにより、要求される光軸上の奥行き分解能に対応できる光

学系の設計方法を提案した。そこで、図5.15に示すような筐体が低剛性の薄板で製作

されているCD－ROMドライブユニットを計測対象として、従来のLDVを用いたシス

テムと図5.14に示した試作システムにより、音響インテンシティ I
r

(W/m2)を計測し、

その計測精度を検討した。計測対象は、146(W)×41.3(H)×193(D)mmで筐体は厚さ0.5 mm

の金属板から成っている。まず、CD－ROMドライブに1 gの錘を貼り付けたアンバラ

ンスCDメディアを挿入し、常時アクセスさせる。このときの146(W)×193(D)mmの筐体

表面を8分割し、その中心において計測をおこなった。試作システムにおける仕様を表

5.5に示す。 

 

  

図 5.15 計測対象のCD-ROMドライブユニット（146(W)×41.3(H)×193(D)mm）と 

アンバランスCDメディア 

 
表 5.5 自己遅延ヘテロダインLDVを用いた試作システムの仕様 

LDの周波数の変化率 3.62 GHz/mA 
LDの変調周波数(鋸波) 10 kHz 
変調振幅 7.2 mA  
光路差1 mあたりのビート周波数変化 869.4 kHz/m 
ビート周波数（構造物） 86.9 kHz（設計値） 
ビート周波数（薄膜） 173.9 kHz（設計値） 
計測可能最小音圧(1 kHz) 54.7. dB（1/2インチマイクロホン使用）
計測可能最小振動速度 5 µm/s p-p 

薄膜と構造物の間隔 10 mm 

重り（1 ｇ） 
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図 5.14に示した試作システムでは、参照光とCD－ROM筐体からの反射光との光路

差を 100 mmとした。また、光ファイバケーブルの長さを制御することで参照光と薄

膜からの反射光との光路差を 200 mmとした。それにより、CD－ROM筐体からの反

射光によるビート信号は 86.9 kHz、マイクロホンの膜面からの反射光によるビート信

号は 173.9 kHzと計算された。マイクロホンの膜面とCD－ROM筐体との間隔は、10 

mmとして、振動速度と音圧との位相補償を行った。従来のLDVを用いたシステムと

試作システムによる音響インテンシティ計測結果を図 5.16に示す。図には、それぞれ

8 点において計測した 1/3 オクターブバンド音響インテンシティレベルとその平均値

を示した。これらの 8点における 1/3オクターブバンド音響インテンシティレベルの

計測誤差は 1.97 dBであった。 
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図 5.16 従来のLDVシステムと試作システムによる音響インテンシティ計測結果 

従来のLDVを用いたシステムによる計測結果 

試作システムによる計測結果 
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5.5 第５章のまとめ 

本研究では、表面音響インテンシティ法による計測の実用化を図るために、一つの

光学系により、多点の振動速度計測が可能な自己遅延ヘテロダインレーザドップラ振

動計測手法を利用して、音響放射面の振動速度計測と近傍の音圧計測を実現し、音響

インテンシティを算出する計測方法およびセンサプローブを提案している。本章では、

提案したセンサプローブにおける計測上の課題を解決するために、実験的検討を行い、

以下の成果を得た。 
 
（１） デジタル信号処理技術による FM復調を用いた計測システムを試作し、一般的

なレーザドップラ振動計と同等の性能である5 µm/sp-pまでの振動速度計測を可

能にした。 
 
（２） 薄膜の振動速度ur (m/s)と音圧 p (Pa) の周波数応答を計測し、両者の振幅特性お

よび位相特性を補正することで、音響放射面近傍の音圧 p (Pa)を算出できるこ

とを明らかにし、試作した計測システムに 1インチマイクロホンの膜面を用い

た場合、計測可能な最小音圧は約 40 dBであった。 
 
（３） 従来の LDVを用いたシステムと試作システムによって、CD－ROMドライブ

の筐体表面での音響インテンシティ計測を行い、その計測誤差は、1.97 dB で

あった。 
 
（４） 計測において要求される最大振動速度振幅、光軸上の奥行き分解能および半導

体レーザの注入電流と発振波長の関係から、最適な光学系の設計方法を見出し

た。 
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 第６章 センサプローブの耐騒音環境性能と計測例 
 
6.1 はじめに 

現在、実用化されている 2 マイクロホン音響インテンシティ法[1]では、音場中の 2

点の音圧を計測する。したがって、作動音の小さな機器を計測対象とした場合には、

それ以外の機器から伝搬する音の影響を排除することが難しい。そのため、無響室な

どの特別な音響計測専用施設内において、計測を行っているのが現状である。そこで、

工場やオフィス内など騒音環境下における通常使用条件での機器放射音の検出方法と

して、表面音響インテンシティ法を適用することを考えた。この方法では、音響放射

面の振動速度ベクトルur (m/s)と近傍の音圧 p (Pa)のクロススペクトルから音響インテ

ンシティ I
r

(W/m2)を算出することで、音響放射面の振動速度に含まれない音圧成分を

除去、すなわち、他の機器から伝搬する音の音圧成分を除去できる。それにより、計

測対象機器以外の機器などの稼動音が外乱として混入する可能性が高い工場やオフィ

ス内においても、計測対象機器が放射する音響インテンシティ I
r

(W/m2)を正確に計測

できると考えられている。 

本章では、まず、工場やオフィス内で想定される騒音環境下において、表面音響イ

ンテンシティ法による計測精度を実験的に検討し、その適用範囲を明らかにする。次

に、騒音環境下において、機器が不具合を起こす前兆である異常音検出への適用例を

示す。さらに、3.5インチハードディスクユニットを対象として、ISO規格[2]に準じた

計測と、騒音環境下において表面音響インテンシティ法を利用した計測によって得ら

れた音響パワー(W)を比較することで、提案する計測方法の有用性を検討する。最後

に、第 3章から第 5章までに述べた押し当て式、空中超音波ドップラ法、自己遅延ヘ

テロダインレーザドップラ法を利用した 3方式の計測システムの利点を生かした計測

例を示す。 
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6.2 騒音環境下における計測性能 

第 2章の「2.2 表面音響インテンシティ法における音響インテンシティ計測原理」

で述べたように、表面音響インテンシティ法による計測では、音響放射面の振動加速

度ur (m/s)と近傍の音圧 p (Pa)のクロススペクトル Gup( f )によって音響インテンシティ

I
r

(W/m2)を計算する。クロススペクトルGup( f )は、相互相関関数Rup(τ)とフーリエ変換の

関係にある。したがって、Gup( f )は、入力ur (t)の任意の周波数成分において、出力p( t)の同

じ周波数成分の振幅が大きいか小さいか、位相が入力に対して進んでいるか遅れているか

を表している。すなわち、出力 p (t)のうちur (t)に含まれる周波数成分を抽出し、相関が低

い周波数成分を除去することができる[3]。これにより、計測対象の音響放射面からの音響イ

ンテンシティだけを抽出できる。表面音響インテンシティ法を適用すれば、無響室など

の特別な音響計測施設を使用せず、計測対象機器以外の機器などの稼動音が外乱とし

て混入する可能性が高い工場やオフィス内においても機器全体あるいは個々の部品が

放射する音響インテンシティを計測できると考えられている。しかし、計測対象の機

器の放射音よりも大きな音が外乱として混入した場合や、壁、床、天井からの反射音

の影響については示されていない。そこで、計測対象音と環境音との S/N比と計測誤

差との関係から、騒音環境下における計測精度を実験的に明らかにし、計測における

定量的な指針を示すこととした。 

 

6.2.1 ランダムノイズ騒音下での計測精度 

ここでは､モータの回転に伴って機器筐体表面から放射される音のような離散周波数音

の音響インテンシティを計測する場合に、空調機の噴出し口から伝搬する気流雑音に代表

されるランダム定常音が外乱として存在する状況を考える。そのような騒音環境下におけ

る計測を模擬して、図6.1に示す実験系を用いた計測を行った。計測実験は、無響室内にお

いて実施した。まず、機器の音響放射面を想定した圧電加振器の振動面（以下、音響放射

面と記す）を、250 Hzの三角波によって定常加振する。そのとき、図6.2に示すように、

音響放射面中心から13 mmの距離における離散周波数音の音圧パワースペクトル（くし型

スペクトル）の各成分が30 dBから40 dBの範囲に収まるように三角波に歪を持たせた。

次に、音響放射面中心から 100 mmの位置に設置したスピーカを用いて、ランダムノイズ

を放射した。ランダムノイズは、音響放射面中心から13 mmの距離において、音圧パワー

スペクトルレベルがほぼ20 dBから70 dBの範囲（離散周波数音の音圧レベルの-20 dBか
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ら+30 dB）となるように、10 dBステップで変化させた。このとき、音響放射面中心での音

響インテンシティを押し当て式センサプローブを用いて計測した。 

まず、センサプローブのマイクロホンにより計測された音圧パワースペクトルを図 6.3

に示す。ランダムノイズの音圧レベルが大きくなり、約40 dB（図中のS/N = 0dB）以上に

なった場合には、ランダムノイズにマスキングされてしまい、離散周波数音のくし型スペ

クトルを確認できなくなる。これは、機器放射音の音圧レベルを上回る外乱が存在すれば、

当然のように音響放射面の近傍（ここでは、13 mm）において音圧を計測しても機器放射

音を特定することができなくなることを示している。 

 
 

Piezoelectric shaker 

Vibrating table 

Amplifier 

FFT analyzer 

Input A Input B

SG. out 

Pre-amp. Mic. amp. 

1/2 in. microphone 1.2 g accelerometer 

Amplifier 
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50 mmφ 
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500 gf 

図 6.1 騒音環境下における計測精度検証の実験系 
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図 6.2 無響室内で計測された圧電加振器からの放射音の音圧パワースペクトル 

（振動面中心から 13 mm） 
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一方、図6.4に示すように、クロススペクトルにより音響インテンシティを算出すれば、

ランダムノイズがほぼ10 dB程度まで除去されており、くし型のスペクトル成分を特定す

ることが可能となる。また、離散周波数音の各成分は、図6.2に示したランダムノイズを付

加していない場合の音圧パワースペクトルレベルとほぼ等しい値を示している。しかし、

図6.5に示したランダムノイズの音圧スペクトルレベルが約70 dB（図6.3中のS/N = -30dB）

の場合には、音響インテンシティのスペクトルにおけるランダムノイズ除去は十分では

なく、20 dBから 40 dBのランダムノイズが残留している。その上、離散周波数音の各

成分は、図6.2に示したランダムノイズを付加していない場合の音圧パワースペクトルレベ

ルよりも5 dBから10 dBほど大きな値を示しており、音響インテンシティの計測結果に誤

差が生じている。そこで、このような計測誤差を定量的に表すために、計測対象の音響放

射面からの放射音である離散周波数音の各成分の音圧パワースペクトルレベルと、外乱と

して伝搬する音であるランダムノイズの同一周波数での音圧パワースペクトルレベルの差

をS/N比として、計測誤差との関係を算出し、図6.6に示した。図では、S/N比が-10 dBよ

り小さくなると（離散周波数音の各成分よりもランダムノイズが10 dB以上大きくなると）、

計測誤差が3 dBを超える傾向にある。すなわち、モータなどの回転音が、空調機の噴出し

口などから伝搬するランダム定常音に埋もれていたとしても、その差が、10 dB以下であれ

ば、3 dBの計測精度が確保されると考えられる。 
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図 6.3 ランダムノイズを付加された時の音圧パワースペクトル 

（振動面中心から 13 mm） 
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図 6.4 放射音の音圧パワースペクトルと音響インテンシティスペクトル 

（S/N : 0 dB時） 
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図 6.5 放射音の音圧パワースペクトルと音響インテンシティスペクトル 

（S/N : -30 dB時） 
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図6.6 離散周波数音とランダムノイズの音圧パワースペクトルレベルの差（S/N比）と 

音響インテンシティ計測誤差との関係 
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6.2.2 正弦信号音混入時の計測精度 

ここでは、モータの回転に伴って機器筐体表面から放射される音のような離散周波数音

の音響インテンシティ I
r

(W/m2)を計測する場合に、同一周波数または周波数が接近した

音が外乱として存在する状況を考える。これは、計測対象機器から放射された音が壁、

床、天井などに反射することで、外乱となって伝搬する環境や、同種の機器が多数存

在し、他の機器からの放射音が外乱となって伝搬する環境での計測を模擬している。実

験では、無響室内において図6.1に示す実験系を用い、圧電加振器の音響放射面から500 Hz

正弦信号音を放射した。同時に、スピーカにより495 Hzから1 Hzステップで505 Hzまで

の正弦信号音を放射した。計測対象である音響放射面からの音および外乱であるスピーカ

からの伝搬音ともにセンサプローブのマイクロホンで計測した音圧レベルを70 dBに固定

した。スピーカからの伝搬音の周波数を変化させたときの計測誤差を図6.7に示す。図中の

○印は、500 Hz成分（加振器の音響放射面からの伝搬音）の音圧パワースペクトルレベル

における計測誤差を示し、△印は、音響インテンシティスペクトルレベルにおける計測誤

差を示している。計測誤差は、スピーカからの外乱音がないとき（暗騒音は約5 dB）の500 

Hz成分のスペクトルレベルを真値として、スピーカからの伝搬音が付加されたときのスペ

クトルレベルとの差とした。FFTポイントは2048点、サンプリング周波数は2.56 kHz、周

波数分解能は1.25 Hzである。図より、FFT分析の周波数分解能1.25 Hzを超えた498 Hz

以下および502 Hz以上では、音圧パワースペクトル、音響インテンシティスペクトルとも

に計測誤差は生じていない。音圧パワースペクトルでは、スピーカに入力された信号の周

波数が499 Hz, 500 Hz, 501 Hzにおいて、2.5 dBから3.5 dBの計測誤差が生じている。音響

インテンシティスペクトルにおいても500 Hzでと501 Hzにおいて計測誤差が生じている

が、いずれも2 dB以下である。周波数が近接した正弦信号音が等しい音圧レベルで伝搬す

る環境においては、FFT 分析の周波数分解能以上に離れていれば、音響インテンシティに

計測誤差は生じない。また、FFT 分析の周波数分解能以内に周波数が接近した場合に計測

誤差は、2 dB以下であり、無視できると考えられる。 

次に、加振器の音響放射面とスピーカの両者から同一の500 Hz正弦信号音を放射し、S/N

比を変化させた場合の計測を行った。センサプローブのマイクロホンで計測される音響放

射面からの伝搬音の音圧レベルを70 dBに固定し、スピーカからの伝搬音を40 dBから5 dB

ステップで100 dBまで変化させた。両者のS/N比は、+30 dBから-30 dBまで変化したこと

になる。図6.8にS/N比と計測誤差の関係を示す。図中の○印は、500 Hz成分の音圧パワ
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ースペクトルレベルにおける計測誤差を示し、△印は、音響インテンシティスペクトルレ

ベルにおける計測誤差を示している。音圧パワースペクトルの計測誤差は、S/N比が10 dB

より小さくなると（スピーカからの伝搬音が60 dBを超えると）音響インテンシティスペ

クトルの計測誤差よりも急激に大きくなる傾向がある。また、S/N比が0 dB以下になると

（音響放射面からの音よりもスピーカからの音が大きくなると）計測誤差が3 dBを超えて

しまう。一方、音響インテンシティスペクトルでは、S/N比が-5 dBまでは3 dB以内の計測

誤差である。すなわち、計測対象機器の音と同一周波数の大きな音が伝搬している場合で

も、その差が5 dB以下であれば、3 dBの音響インテンシティ計測精度が確保されると考え

られる。 
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図6.7 周波数が接近した外乱音と計測誤差の関係 

○：音圧パワースペクトル △：音響インテンシティスペクトル 
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図6.8 同一周波数の外乱音とのS/N比と計測誤差の関係 

○：音圧パワースペクトル △：音響インテンシティスペクトル 
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6.3 騒音環境下における機器異常音の検出 

機器が不具合を起こす前兆として異常音を発することがある。そのような異常音を

発する機器をできる限り初期の段階で的確に特定し、不具合を起こす前に対処するこ

とが要求されている。しかし、工場やオフィスなどでは、同種の機器が多数存在する

ほか、空調機などの様々な機器からの音が氾濫しており、その上、異常音は気づかな

いほど小さいことが多いため、マスキング効果[4]などの影響によって、異常を発して

いる機器または発生箇所の特定に苦慮する場合も少なくない。そこで、異常音を発し

ている計算機用外付け光磁気ディスクドライブ（以下MOドライブと記す）を対象と

したオフィス内の騒音環境下での通常使用状況における異常音検出を試みた。 

押し当て式センサプローブを用いた計測状況を図6.9に示す。オフィス内の騒音は、

MO ドライブを停止した状態で、計算機やプリンタ、空調機からの伝搬音によって、

センサプローブの音圧計測位置では NC-60[5]であった。そのような状況で計算機から

MO ドライブにアクセスを繰り返し、MO ドライブの筐体において音響インテンシテ

ィ I
r

(W/m2)の計測を行った。押し当て力は 0.5 kgfとした。 

まず、センサプローブの音圧計測位置と同じMOドライブの筐体から 13 mmの位置

での音圧計測結果を図 6.10に示す。音圧のみの計測では、2.7 kHz付近に卓越成分が

あり、この成分の音が、MOドライブから主に放射されているように見える。しかし、

これらの周波数成分の音は、MOドライブの電源をOFFした場合にも存在し、計測器

を使用するまでもなく、聴覚上で計算機本体およびプリンタからの音であることは明

白であった。また、他の周波数成分において、MOドライブの電源ON-OFFによる明

らかな変化は見られなかった。したがって、MOドライブの筐体近傍（距離が 13 mm）

において電源の ON-OFF による比較計測をしたとしても、音圧を計測するだけでは、

どの周波数成分がMOドライブからの放射音であるかを的確に判断できない。 

一方、図 6.11に示すように、音響インテンシティの計測結果では、2 kHz以上の周

波数には、目立った卓越成分はなく、500 Hzから 1.5 kHzの範囲にいくつもの離散周

波数音が計測されている。これらの成分は、MOドライブの電源をOFFした場合には

計測されず、MO ドライブの筐体からの放射音であることがわかった。音圧計測時に

は、空調機からの気流音によってマスキングされていたために、これらの成分は、検

出されなかったものと考えられる。このように、押し当て式センサプローブを用いた

表面音響インテンシティ計測によって、他の機器からの放射音の影響を排除し、対象
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とする機器からの放射音を検出することができた。ここでは、確認のために、MO ド

ライブの電源をON-OFFすることによる比較計測を行ったが、表面音響インテンシテ

ィ計測を用いれば、通常使用状態での計測によって機器の異常音を計測し、判断でき

ると考えられる。 

 

  

図 6.9 オフィス騒音環境下における計算機用外部MOドライブの異常音検出 
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図 6.10  MOドライブの筐体から 13 mmの位置での音圧計測結果（0 dB = 2×10-5 Pa） 
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図 6.11  MOドライブの筐体での表面音響インテンシティ計測結果 
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6.4 押し当て式センサプローブによる音響パワー計測例 

近年、ハードディスクを記憶媒体とした録音再生機または録画再生機などが普及す

るにつれて、ハードディスクユニット（以下 HDD と記す）の稼動音が騒音として捉

えられるようになってきた。たとえば、クラッシク音楽や映画を鑑賞している際に、

数秒間に亘って無音状態が続く場合がある。このようなときに、例え小さな音であっ

ても再生機の稼動音が気になるという指摘が使用者から寄せられている。したがって、

製造者は、できる限り稼動音の小さな HDD を開発する必要に迫られている。また、

出荷時には、稼動音が仕様以下であることを確認し、仕様を満たさない不適合品があ

れば、それを排除することが求められている。しかし、ISO 7779（二乗音圧法）など

の規格に準拠し、無響室内で HDD 一台ごとの音響パワーレベルなどを計測すること

は、時間的、経済的コストの面から困難である。そこで、生産ラインなどの騒音環境

下において、ISO 規格と等価な音響パワーレベルを計測できる手法として、表面音響

インテンシティ法による音響パワーレベル計測を提案する。ここでは、3.5インチHDD

を対象として、現在の ISO規格に準じた計測と、騒音環境下において表面音響インテ

ンシティ法を利用した計測によって得られた音響パワー(W)を比較することで、提案

する計測方法の有用性を検討する。 

 

6.4.1 3.5 in. HDDの音響放射特性 

ISO 7779では、半無響室内において図 6.12に示すようなHDDを取り囲む半径 r

（HDDの場合は 0.5 m）の半球面上の 10点の音圧 pi (Pa)を計測する。それぞれの計測

点は計測面上の等面積の代表点であり、音源の音響放射指向性による影響（計測値の

偏り）が生じないように、音源を中心に非対称位置に設定されている。それらの音圧

から次式により平均音圧を算出する。 

∑
=

=
n

i
ip

N
p

1

1
             (6.1) 

p：平均音圧 (Pa) 

pi：i番目の位置における音圧 (Pa) 

N ：音圧計測点数 
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HDD

HDD 

 

図 6.12 HDDを取り囲む半径 rの半球面上の 10点の音圧レベル計測位置 

 

次に、音源が放射する音が平面波伝搬であると仮定し、平均音圧 pから計測面上の全

ての点における音響インテンシティ I (W/m2)を次式より算出する。 

c
pI
ρ

2

=                 (6.2) 
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I ：音響インテンシティ (W/m2) 

ρ ：空気密度 (kg/m3) 

c ：音速 (m/s) 

最後に、次式により計測面全体の音響インテンシティ Iを面積分し、音響パワーP (W)

を算出する。 

01 / SSIPw ×=              (6.3) 

Pｗ：音源の音響パワー (W) 

S1 ：測定面(半球面)の面積 (m2) 

S0 ：1 m2 

なお、音響パワーは、デシベル表示されることが一般的であり、その場合は、 

( ) ( )0110010 /log10/log10 SSIILw ×+×=       (6.4) 

Lｗ：音源の音響パワーレベル (dB) 

I0 ：音響インテンシティの基準値 10-12  (W/m2) 

として算出される。また、聴感補正した音響パワーレベルを算出する場合には、6.2

式の平均音圧 pに対して 1/3オクターブバンドごとにA特性による周波数補正[6]を施

し、A 特性音響インテンシティ IAを算出し、6.4式よりA特性音響パワーレベルLAw

を算出する。まず、図 6.13に piの計測例を示す。 

図6.13は、10点で計測された音圧の1/3オクターブバンドレベルの例を示している。

放射音はディスクを回転させるモータの基本回転数である 100 Hzと 800 Hz以上に成

分があり、125 Hzから 315 Hzでは、無響室内の暗騒音（BGN）とほぼ等しく、音の

放射は見られない。全ての周波数の音圧は 35 dB以下であり、ISO 7779（二乗音圧法）

では、無響室などの暗騒音が低い環境において高感度の音圧計測システムを用いた計

測が必要となることがわかる。また、図 6.14 に示すように、自由音場において計測

したHDDの音響放射指向性（HDDから 1 mの距離）では、800 Hzで双指向性を示す

が、その他の周波数では、無指向性に近い放射指向性を示している。HDD の筐体か

らの放射音は特定の方向に放射されているのではなく、ほぼ全方向一様に音が放射
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されている。したがって、HDD 筐体表面において表面音響インテンシティ法によ

って音響インテンシティを計測し、面積分することで、ISO 7779（二乗音圧法）と等

価な音響パワーレベルを算出できると考えた。 

 

125 250 500 1k 2k 4k 8k 1.6k
-20

-10

0

10

20

30

40

50

Frequency (Hz)  
図 6.13 3.5インチHDDを取り囲む半径 0.5 mの半球面上の 10点での音圧レベル 

 

-20 -10 0 10 20 30

-180゜

-150゜

-120゜

-90゜

-60゜

-30゜

0゜

30゜

60゜

90゜

120゜

150゜

   

-20 -10 0 10 20 30

-180゜

-150゜

-120゜

-90゜

-60゜

-30゜

0゜

30゜

60゜

90゜

120゜

150゜

 
図 6.14 3.5インチHDDの音響放射指向性（HDDからの距離 1 m） 

(a) ○800 Hz  △ 1.25 kHz ●2 kHz  ▲ 3.15 kHz ; (b) ○5 kHz  △ 8 kHz  ●12.5 kHz 

 

BGN

(a) (b) 
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6.4.2 表面音響インテンシティ計測例 

騒音環境下での表面音響インテンシティ法による計測を行う前に、まず、レーザド

ップラ振動計を用いて 3.5インチHDD表面の振動速度分布を計測した。図 6.15に示

す計測例のように、放射音の主な周波数成分におけるHDD表面の振動は、モータの

軸部および磁気ヘッドの軸部で固定されている部分において極小となり、その他の部

分が大きく振動していることがわかる。したがって、これらの部分だけの音響インテ

ンシティで音響パワーが算出されないようにすれば、HDD 表面からの音響パワーレ

ベルを正確に算出できると考えられる。 

 

  
図 6.15 3.5インチHDD表面の振動速度分布計測例 

 

次に、騒音環境下において押し当て式センサプローブを用いた 3.5インチHDD表面

での音響インテンシティ計測により、外乱である騒音の影響について検討した。計測

は無響室内において実施し、空調機騒音を模擬したランダムノイズを放射することで

センサプローブのマイクロホン位置において図6.16に示すようにNC-30からNC-50[5]

の騒音環境を創り出した。HDDの表面を均等に 4分割し、その中心において計測した

A特性音響インテンシティの平均値を図 6.17に示す。図中の無印の実線は模擬騒音を

付加していない条件、すなわち、無響室内における暗騒音（最小可聴値以下）での計

測結果を示している。これを真値と考えれば、模擬騒音が大きくなるにつれて、音を

放射していない 160 Hzから 315 Hzでは、模擬騒音の影響で計測誤差が生じている。

一方、HDDが音を放射している 125 Hzと 400 Hz以上ではその影響は小さい。NC-50

の環境下でもオールパスレベルでは 3 dB以下の差であった。 

1.25 kHz 2 kHz 
モータの軸部分

磁気ヘッドの軸部分
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図 6.16 無響室内に放射した模擬空調機騒音（ランダムノイズ）のセンサプローブの

マイクロホン位置における周波数特性（○: NC-50; △: NC-45; ▽: NC-40; □: 

NC-35;◇: NC-30） 
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図 6.17 騒音環境下における押し当て式センサプローブを用いた音響インテンシティ

計測結果（――― : 無響室内の最小可聴値以下の暗騒音; ○: NC-50; △: NC-45;  

▽: NC-40; □: NC-35;◇: NC-30） 
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6.4.3 表面音響インテンシティ法と二乗音圧法による音響パワーの比較 

18機種の 3.5インチHDDを計測対象として、ISO 7779（二乗音圧法）に準拠した

方法と押し当てセンサプローブを用いた表面音響インテンシティ法による音響パワ

ー計測結果の比較を試みた。両手法の計測ともに無響室内で行った。表面音響インテ

ンシティ法による計測では、図 6.16 に示したセンサプローブのマイクロホンによる

音圧計測値でNC-50の騒音環境とした。また、HDD筐体の 4点で計測した音響イン

テンシティを面積分し、音響パワーレベルを算出した。2つの方法による音響パワー

レベルの関係を図 6.18 に示す。表面インテンシティ法と二乗音圧法によって算出さ

れた 3.5インチHDDの音響パワーレベルの関係には、高い相関が見られる。両者の

間の標準誤差は、2.30 dBであった。これにより、生産ラインなどの騒音環境下にお

いて、ISO 7779と等価な音響パワーレベルを計測でき、これまでよりも時間的、経済

的コストを大幅に削減できる不適合品検査が行えると考えられる。 
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図 6.18 ISO 7779（二乗音圧法）と押し当て式センサプローブを用いた表面音響イン

テンシティ法による音響パワー計測結果の関係  
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6.5 空中超音波ドップラセンサプローブによる音響放射の可視化例 

低剛性の構造物を対象とした振動計測において、接触型の振動ピックアップを使用

した場合には、センサの質量によって振動振幅および振動モードが変化し、計測誤差

が生じる可能性が高い。一方、表面音響インテンシティ法による音響インテンシティ

の計測においても振動振幅および振動モードが変化すれば、計測誤差が生じてしまう。

そこで、空中超音波ドップラセンサプローブを用いたシステムの利点を生かし、接触

型の振動ピックアップを用いたシステムでは計測不可能な低剛性の薄板を計測対象と

して、音響インテンシティの計測を行い、音響放射の可視化を試みた。計測対象は、

200 mm×200 mmの大きさで厚さが 0.5 mmのアルミニウム平板とした。平板の加振位

置、計測位置および支持方法を図 6.19に示す。まず、導電型加振器を用いて平板を面

外方向に加振する。周波数は、200 Hzとして連続正弦加振を行った場合に、図 6.19の

写真に示す砂図のようなω型の振動モードが発生している。この状態で、平板の縦断
方向に 30 mm間隔で 5測線、1測線あたり 10 mm間隔で 20点、合計で 100点での計

測を実施した。 

まず、振動速度の計測結果を図 6.20に示す。図では、色が濃くなるに従って振動速

度振幅が大きいことを示している。図 6.19の砂図によって表された振動モードの節と

図 6.20の線状に白くなった部分が一致しており、薄板の振動モードを明確に可視化で

きていることが伺える。また、図 6.21に示した音響インテンシティの計測結果におい

ても、振動モードと同様の形状が見られており、加振点周辺から放射された音が、逆

位相で振動している部分に流れ込む様子が示されている。空中超音波ドップラセンサ

プローブを用いたシステムによって、音響インテンシティ I
r

(W/m2)を計測することで、

音響放射の様子を可視化できている。
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図 6.19 空中超音波ドップラセンサプローブを用いたシステムによる計測対象 

（200 mm×200 mm、厚さが 0.5 mmのアルミニウム平板） 
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 図 6.20 空中超音波ドップラセンサプローブによる振動速度計測結果 
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図 6.21 空中超音波ドップラセンサプローブによる音響インテンシティ計測結果 



 
第６章 センサプローブの耐騒音環境性能と計測例   
──────────────────────────────────────── 

 133 

6.6 3方式のセンサプローブによる同一機器の計測例 

 本研究において提案する3方式のセンサプローブを用いた計測システムにより、同一

機器における音響インテンシティ I
r

(W/m2)を計測し、その計測結果を比較した。計測

対象は、第5章「5.4 音響インテンシティ計測精度」で用いたCD－ROMドライブユニ

ット（146(W)×41.3(H)×193(D)mm）とした。CD－ROMドライブユニットの筐体は、

厚さ0.5 mmの低剛性の薄板で製作されている。まず、CD－ROMドライブに1 gの錘を

貼り付けたアンバランスCDメディアを挿入し、常時アクセスさせる。このときの

146(W)×193(D)mmの筐体表面を8分割し、その中心において計測を行った。3方式のプ

ローブを用いた計測システムによる音響インテンシティ計測結果を図6.22に示す。図

には、8点において計測した1/3オクターブバンド音響インテンシティレベルの平均値

を示した。空中超音波プローブと自己遅延ヘテロダインLDVプローブを用いたシステ

ムによる計測結果は、ほぼ等しく、計測誤差は1.28 dBであった。一方、押し当て式プ

ローブによる計測値は、他の2方式の計測値よりも一様に小さいレベルを示している。

これは、押し当て力によってCD－ROMドライブ筐体の振動振幅が変化したためであ

ると考えられる。これらの結果は、低剛性の構造物を計測対象とする場合において、

空中超音波プローブおよび自己遅延ヘテロダインLDVプローブによる非接触計測の

有用性を示していると考える。 

 

 
図 6.22 3方式のプローブを用いた計測システムによる音響インテンシティ計測結果 

（8点での計測値の平均値） 
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▽：自己遅延ヘテロダインLDVプローブ 
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6.7 第６章のまとめ 

本章では、工場やオフィス内で想定される空調機騒音などのランダム雑音が存在す

る環境下において、モータの回転音などの離散周波数音の音響インテンシティ I 

(W/m2)を計測する実験により、その計測精度を確認した。騒音環境下での計測指針を

以下に示す。 

 

（１） ランダム雑音と離散周波数音とのS/N比が-10 dB以上あれば、すなわち、計測

対象音よりも外乱となる空調機騒音などが大きい場合でも、その差が 10 dB以

下であれば、3 dBの計測精度が確保できる。 

 

（２） 計測対象機器から放射された音が壁、床、天井などに反射することで、外乱と

なって伝搬する環境や、同種の機器が多数存在し、他の機器からの放射音が外

乱となって伝搬する環境においてS/N比が-5 dB、すなわち、計測対象機器の音と

同一周波数の大きな音が伝搬している場合でも、その差が5 dB以下であれば、3 dB

の計測精度が確保できる。 

 

（３） FFT分析の周波数分解能以上に離れた正弦信号音が外乱として伝搬しても、計

測誤差は無視できる。 

 

次に、騒音環境下での通常使用状態における機器異常音計測により、従来の音圧計

測（機器電源の ON-OFF による比較計測）に比べて、高精度な計測が行えることを

示した。さらに、3.5 インチハードディスクユニットを対象として、押し当て式セン

サローブを用いた環境騒音下での音響パワー計測を実施した。その結果、無響室内で

の二乗音圧法による音響パワーとの間に高い相関があることを明らかにした。両者の

間の差は、2.30 dBであった。最後に、押し当て式、空中超音波ドップラ法および自

己遅延ヘテロダインレーザドップラ法の 3方式の計測システムの利点を生かした計測

例を示した。 
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第７章 結論 

 

7.1 本研究で得られた成果 

本論文では、「表面音響インテンシティ計測用センサプローブに関する研究」と題し

て、機器の騒音制御のための評価法と製造過程での品質検査法の両者に適用できる音

響計測手法を確立するために、表面音響インテンシティ法により、音響インテンシテ

ィを計測するセンサプローブを開発した。ここでは、本研究で得られた研究成果を以

下にまとめる。 

 

［第 2章］ 

（１） 表面音響インテンシティ法の計測原理上の問題点として、振動速度と音圧の計

測位置の差により生じる位相差を補償する必要があり、音響放射面から定めら

れた位置にマイクロホンを正確に設置することが高精度な計測のためには重

要となる。 

（２） 計測原理上の問題点を踏まえた上で、3方式のセンサプローブを提案し、それ

ぞれの方式によって解決しようとする課題、計測原理と問題点について述べた。 

 

［第３章］ 

（１） シリコンゴムを用いた振動絶縁処理によって、振動ピックアップとマイクロホ

ンを一体化し、音響放射面に接触させるだけで任意の点での計測が行える押し

当て式センサプローブを試作した。 

（２） 振動ピックアップの軽量化および振動面との接触面積の拡大により、押し当て

方式による振動計測周波数範囲の上限を従来の 2 kHzから 8 kHzまで上昇させ

た。 

（３） シリコンゴムを用いたマイクロホンの振動絶縁効果により、100 Hzから 7 kHz

の周波数範囲での計測を可能とした。 

（４） センサプローブの音圧感度および音圧感度指向性は IEC 規格に適合しており、

一体化したことによる音圧計測への影響は無視できる。 

（５） 音響放射面の近接音場におけるマイクロホン校正実験によって、100 Hz から

10 kHzまでの周波数範囲では、センサプローブによって音響放射面近接の音場
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を乱す可能性は小さいことを確認した。また、センサプローブのマイクロホン

自体が持つ位相特性によって生じる計測誤差は小さいことを確認した。 

 

［第４章］ 

（１） 空中超音波ドップラ振動計測方法を利用することで、一つの広帯域マイクロホ

ンおよび信号処理系だけで音響放射面の振動速度と近傍の音圧を計測し、音響

インテンシティを算出する計測システムを試作した。 

（２） 空中超音波ドップラ振動計測を可能にするために、広帯域マイクロホンおよび

超音波放射器の指向特性をもとに、送波器から直接的にマイクロホンに入射す

る直接波を排除するセンサ配置を見出し、反射波と直接波の間に最大で 18 dB

の S/Nが確保できた。 

（３） 振動速度計測における計測可能最小面積は 6 mmφ、空間分解能は 10 mmφであ

り、従来の超音波ドップラ振動計と同等の性能であることを確認した。 

（４） 計測可能な振動速度振幅の下限値は、125 Hzから 500 Hzの周波数範囲におい

て 100 µm/s、1 kHzでは、200 µm/s、2 kHzから 4 kHzでは、400 µm/sであり、

125 Hzから 4 kHzまでの周波数範囲において、位相も含めて正確な振動速度計

測が可能であることを確認した。 

（５） レーザドップラ振動計を用いた計測と比較して、約 2 dBの計測精度で音響イ

ンテンシティを計測できることを確認した。 

 

［第５章］ 

（１） 自己遅延ヘテロダインレーザドップラ振動計測手法を利用することで、一つの

光学系および信号処理系だけで音響放射面の振動速度と近傍の音圧を計測し、

音響インテンシティを算出する計測システムを試作した。 

（２） デジタル信号処理による FM復調を用いて、一般的なレーザドップラ振動計と

同等の性能である 5 µm/sp-pまでの振動速度計測を可能にした。 

（３） マイクロホンの膜面の振動速度と音圧の周波数応答を計測し、両者の振幅およ

び位相特性を補正することで、音響放射面近傍の音圧を算出する方法を提案し、

40 dBの計測可能最小音圧レベルを実現した。 

（４） 従来のレーザドップラ振動計を用いた計測と比較して、約 2 dBの計測精度で
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音響インテンシティを計測できることを確認した。 

（５） 要求される最大振動速度振幅、光軸上の奥行き分解能および半導体レーザの注

入電流と発振波長の関係から、最適な光学系の設計方法を見出した。 

 

［第６章］ 

（１） 計測対象音よりも外乱となる空調機騒音などが大きい場合でも、その差が 10 

dB以下（S/N比が-10 dB以上）であれば、3 dBの計測精度が確保できる。 

（２） 計測対象機器から放射された音の反射音や、他の機器からの放射音が外乱とな

って伝搬する環境において計測対象機器の音と同一周波数の大きな音が伝搬して

いる場合でも、その差が5 dB以下（S/N比が-5 dB以上）であれば、3 dBの計測精

度が確保される。 

（３） FFT分析の周波数分解能以上に離れた正弦信号音が外乱として伝搬しても、計

測誤差は無視できる。 

（４） 3.5インチハードディスクユニットを対象とした押し当て式センサローブによ

る環境騒音下での計測により、無響室内での二乗音圧法による計測と高い相関

のある音響パワーが得られることを示した。 

（５） 押し当て式、空中超音波ドップラ法および自己遅延ヘテロダインレーザドップ

ラ法の3方式のセンサプローブを用いた計測システムの利点を生かした計測例

を示した。 

 

以下に本研究で試作した 3方式の計測システムの振動速度および音圧の計測可能な

振幅および周波数範囲を比較することで、適用範囲を明確にし、表面音響インテンシ

ティ法の実用化のための計測環境条件を含めた計測指針とする。 
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表 7.1 センサプローブの計測性能（振幅） 

プローブタイプ 振動計測性能 音圧計測性能 音響インテンシティ 
計測性能 

押し当て式 高 
10-6 m/s <  注 

高 
10-4 Pa < 

高 
10-10 W/m2 < 

超音波ドップラ法 中 
2×10-4 m/s < 注 

高 
2×10-4 Pa < 

中 
4×10-8 W/m2 < 

自己遅延 
へテロダイン法 

高 
5×10-6 m/s < 

中 
3.16×10-3 Pa <注 

中 
2×10-9 W/m2 < 

注：周波数依存性があるため 1 kHzにおける性能を表示 

 

表 7.2 センサプローブの計測性能（周波数範囲） 

プローブタイプ 振動計測範囲 音圧計測範囲 音響インテンシティ 
計測範囲 

押し当て式 広 
< 8 kHz  

中 
100Hz - 7 kHz 

中 
100Hz - 7 kHz  

超音波ドップラ法 中 
< 4 kHz 

広 
20 Hz – 20 kHz 

中 
20 Hz – 4 kHz 

自己遅延 
へテロダイン法 

広 
< 10 kHz 

広 
100 Hz – 20 kHz

広 
100 Hz - 10 kHz 

 

表 7.3 センサプローブの計測性能（その他） 

プローブタイプ 空間分解能 計測対象の剛性 特  徴 

押し当て式 高－中 
Point – 6mmφ 

高 短時間での移動計測 

超音波ドップラ法 中 
10 mmφ 

低－高 アレイ化が容易 

自己遅延 
へテロダイン法 

高 
< 2 mmφ 

低－高 耐温度変化 
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7.2 今後の課題と展望 

本研究で試作した 3方式のセンサプローブを用いた計測を、機器の騒音制御のため

の評価法または製造過程での品質検査法として実用化するにあたり、課題となる項目

および展望について以下にまとめる。 

 

（１）押し当て式接触型センサプローブ 

 ハードディスクユニットおよびモータの開発・設計等における放射音評価のた

めの計測装置として使用されている。 

 放射音評価では、100 Hzから 20 kHzまでの周波数範囲（現状の性能は 100 Hz

から 7 kHz）での計測が要求されることがあり、その実現には、耐振動性能に

優れたマイクロホンおよびプリアンプの開発を行う必要がある。 

 製造ラインにおける全数検査装置としての実用化に向け、自動機への組み込み

方法の検討およびプローブの耐久性の向上が課題となる。 

 

（２）空中超音波ドップラ法利用非接触センサプローブ 

 高周波数の放射音計測に適用するために、振動速度の計測可能な周波数範囲の

上限を、現状の 4 kHzから 20 kHzとすることが望まれる。 

 微小振動の計測に適用するために、計測可能な振動速度振幅範囲の下限を、現

状の 100 µm/sから 1 µm/sとすることが望まれる。 

 振動速度の計測可能な振幅および周波数範囲を拡大するためには、アナログ－

デジタル変換器（ADC）のビットレート（現状は 14 bit）の向上が不可欠であ

り（計算機でのシミュレーションにより確認）、24 bitで 500 kHzサンプリング

性能のADCが、容易に入手可能になることが望まれる。 

 

（３）自己遅延ヘテロダインレーザドップラ法利用非接触センサプローブ 

 光学系の小型化のために、3 dBカップラを利用し、光学系全体を光ファイバケ

ーブルで構成することが望まれる。 

 高音圧感度計測のために、光ファイバケーブルと高感度マイクロホン膜面の組

み合わせによる音圧センサの開発が望まれる。 
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